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１．まえがき 

 ABC協会は ビジネスの仕組みを ITの側からではなく利用する部門側からみることで、新しい一歩

進んだビジネスの形が見えると 期待し設立しました。協会設立後2年が経過し、少しずつですが、当

初の狙いに近づきつつありますが、まだまだ不十分です。 

 本報告書は、前年度の活動を振り返り、記録に残すことで評価・反省し、今後の活動の参考にするた

めに取まとめました。 

 

                     アドバンスト・ビジネス創造協会会長 本山和夫 

 

  



4 

 

２．ABC協会の活動ビジョン 

（１）日本の現状 

 日本は少子高齢化時代を迎え、社会補償費の増加を、国家予算の 1/3 を超える額を国債発行によって

補っている。その結果GDPの２倍を超える国債発行残高を抱え込んでいる。 

何故このようなことになったのか、少子高齢化問題は別として企業の稼ぎはどのように変わってきたの

か、実態を正しく認識してみよう。 

図表（1-1）に1960年から55年間の売上高と営業利益額の推移を示した。 

毎年の実績値は上下が激しいので、前後3年間の平均値を採用してある。 

売上高の増加に対して利益額は追いついておらず、二つの線は乖離している。 

何故日本企業は儲からなくなってきたのか、その理由の一つは、為替相場が大きく影響していることで

ある。 

図表（1-1）実質売上高、営業利益の推移 

 

日本の輸出額はＧＤＰの12～16％程度であり、国内消費額の方が圧倒的に多い。しかし 

為替レートは中国、韓国などの競争相手と輸出品価額の差は、大きく企業の収支に影響する。 

1980 年以降の円高はウオン安と比較して厳しくウオン/円の比は 2 倍程度に差が開き輸出企業は苦戦を

強いられた。 

輸出力を技術力だけでカバーしようと試みた時期もあったが、短期的に2倍近い為替差には対抗し切れ

なかった。 

為替問題を回避しようとして日本企業は現地生産に切り替えてきたので、輸出額シェアー比較では、中

国12.4％、米国8.7%、ドイツ8.0％、日本3.7％（2014年比較 IMF、International Financial Statistics）

になっている。 

しかし企業収益にはこの為替の問題は避けて通れない影響力を持っている。 

2013年以降、アベノミクスにより、為替問題は対策がとられ営業利益率は回復しつつある 

 

図表（1-2）営業利益率と為替相場 
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次に示すのが直近30年間の税収の変化である。 

1997年GDPは500兆円を示したが、それ以降は横ばいである。 

法人税は1991年の20兆円であったが、それ以降は減少傾向である。 

1991年には法人税は利益額の43％であったが、その後国際状況も反映し法人税率は低下し、今は23％

である。その代わりに消費税が登場してきたが、この消費税率をアップするたびに、景気は低迷傾向に

なりがちになるので、税収を消費税に頼ることのむずかしさを秘めている。 

利益が減少したことと、税率が低下したことの二面の影響で法人納税額は低下してきたが 

「利益をあげれば税収が増加する」ことは事実である。 

GDPの増加を志すと同時に「企業の営業利益率を向上させるために何をすればよいのか」 

この問題を考えることは日本にとって、重要なテーマである。 

 

図表（1-3）名目GDPと税収の推移 
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諸外国と比較しての営業利益率の比較を示した図が図表（1-4）である。 

日本独特の習慣や法律が外国からの国内投資おし難くしているとの意見もあるが、外国人投資家から見

て日本企業の営業利益率の低さが日本企業の魅力を低下させていることは否定できない。 

図表（1-4）利益率の国際比較 

 

 

直近２０年間の日本の変化をいくつかの項目でチェックしてみよう。 

・売上高、付加価値、家計支出は伸びていない 

・営業利益額と率は改善の兆しが見える 

・設備投資（残存簿価）は15％減少している。投資が進まず償却が進んでいる。 

・内部留保金が2.6倍に上昇した。これはBIS規制で銀行が貸し渋りをした影響もあるが、新規投資 

 案件に魅力的なものがない、国内消費が伸び悩んでいるなどの原因も否定できない。戦後日本は米国  
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 発の新技術を見習って投資を進めてきたが、これからは新技術、新サービスを自ら生み出す力がない   

 と、成長できない時代に入ってきた。 

 

ABC協会はこの新商品、新サービスを産み出す方法を研究してゆかねばならない。 

そのための研究チームをいくつか立上げ、関係者と議論を初めている。 

図表（1-5）日本の２０年間の変化  

 

                             諸統計を基にABC協会が作成 

（２）ＡＢＣ協会が目指すもの 

ＡＢＣ協会の目指すものは「日本企業の競争力強化」である。 

その手段は三つある 

その１は「企業経営のムダを省き、経営の効率化を図ることである」 

その２は「社員各自の能力をアップさせ、組織の活性化を図り生産性を向上させることである」 

その3は「新商品、新サービスを生み出し日本および世界市場への進出拡大を図ることである」 

したがって、ABC協会の関係者は単に情報システム部門だけではなく、企業の全関係者である。 

その意味を図表（2-1）に示した。 
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図表（2-1）ABC協会の対象者 

 

 

新商品、新サービスを生み出し、活用し、効果を出すプロセスと発想法、アクションの関係を示したの

が、図表(２－２)である。 

戦略・企画段階で新商品、新サービスの創造をするための第一フェーズの発想法はCreative Thinking、

Design Thinking, Innovation Thinking などと呼ばれるが、右脳を活用し、何もないゼロから新商品

１を生み出す。 

このためには「何かもっと良いものがあるのではないかと感じる力、すなわち問題感知力と新しいもの

を考え出す発想法」が必要である。 

与えられた問題を解く力ではなく、問題を見つけ解く力が必要である。 

2016年度はアドバンスト・ビジネス・プロジェクトを立上げ、この右脳型発想法に加えて社会的利益を

目指して、企業収益を確保するCreative Sheared Value経営の研究を始めた。  

 新商品、新サービスが決まった場合は、第二フェーズの商品開発、システム開発、人材育成を早期に

実現する力が求められる。 

これは 1 から 10 にする力であり主として左脳力が求められる。いわば実行力であり多くの関係者をリ

ードし実現する経営力が求められる。スピードを上げて実現するためにはリーン開発などの手法が有効

である。あらかじめ考えていた「Aプラン」通りに物事が進むことはほとんどない。新しい道を切り開

いてゆく柔軟な発想力「Bプラン」が必要である。 

 実際にある程度安定し事業の展開が見えてきた場合は、第３のフェーズ運用、利活用にはいる。ここ

では事業の効率化が求められるので、単に業務を知っているだけでは、「問題点を見つけ改善、改革する

ことはできず、業務管理技術が求められる」 

ムダ、ムリ、ムラをなくすとともに、関係者が意欲的に活動できるための仕組みが必要になる。 

ABC協会は以上のごときコンセプトに基づき、さまざまなセミナー、コンサルティングを実行するため

に、多くの関係者の支援をえてユニークな活動を実施し、発足２年足らずで会員企業数が 50 社に達し

たが、まだまだ理想には遠く及んでいない。 

なお努力を継続しますので皆様の絶大なるお支援を期待します。 
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図表（2-2）企業活動と発想法の関係 
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３．理事の構成 

 2016年度 2017年度 

役付役員 会長   本山和夫 

     （東京理科大学理事長） 

副会長  細川泰秀（ＡＢＣ協会） 

専務理事 岩佐洋司（ＡＢＣ協会） 

常務理事 三木 徹（ＡＢＣ協会） 

会長   本山和夫 

     （東京理科大学理事長） 

副会長  細川泰秀（ＡＢＣ協会） 

専務理事 岩佐洋司（ＡＢＣ協会） 

常務理事 山田裕美（ＡＢＣ協会） 

常務理事 三木 徹（ＡＢＣ協会） 

理事 小田滋（3/28に退任） 

 （㈱DIC ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ副社長） 

北上真一 

 （㈱ｼﾞｪｲﾃｨｰﾋﾞｰ、IT ｾｷｭﾘﾃｨ対策室長） 

幸重 孝典 

 （ANA ｼｽﾃﾑｽﾞ㈱代表取締役会長） 

山上  伸 

 （東京ガス㈱ 常務執行役員） 

山田 裕美 

 （クノール食品㈱ 代表取締役社長） 

越智 正昭 

 （（㈱ハレックス 代表取締役社長） 

岩田 好廣 

 （アイエックス・ナレッジ㈱理事） 

 

 

北上真一 

 （㈱ｼﾞｪｲﾃｨｰﾋﾞｰ、IT ｾｷｭﾘﾃｨ対策室長） 

幸重 孝典 

 （ANA ｼｽﾃﾑｽﾞ㈱代表取締役会長） 

山上  伸 

 （東京ガス㈱ 常務執行役員） 

越智 正昭 

 （㈱ハレックス 代表取締役社長） 

岩田 好廣 

 （アイエックス・ナレッジ㈱理事） 

理事 

（2017 

 新任） 

 土志田貞一 

（㈱岡村製作所・常務取締役企画本部長）   

嶋岡正充 

（ソニー生命保険（株）・代表取締役） 

藤原章一 

（（株）ﾘｸﾙｰﾄ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ・常勤監査役）              

張 磊 

（インテル（株）・執行役員ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ事業  

 本部長）                 

奈良橋三郎） 

（住友電気工業㈱・執行役員 

事務局の体制 事務局長：三木常務理事 事務局長：岩佐専務理事 

                           （役職は、2017年6月1日現在） 
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４．2016年度分科会の活動状況 

４．１ 会員活動（分科会）一覧   

分類 名称（部会長、アドバイザー） 区分 活動概要 

フォーラ

ム 

(1)新規事業推進フォーラム 

（ＪＴＢ・北上室長） 

前年度か

らの継続 

新規事業を如何に立ち上げてきたかを、各社

の事例紹介を通じて相互に意見交換。 

(2)自己成長塾 

（クノール食品・山田社長） 

創造力、ホスピタリティ、行動力を

備えた右脳型人材の育成をテーマ

に、企業を超え自己成長を目指す人

を対象に、自ら学ぶ「塾」形式にて

人材育成 

新規 企業で活躍する人材像を考え、企業の枠を超

えた人材像を自由な立場で意見交換。 

自主性、創造性、実行力、ホスピタリティを

習得し、自ら成長する場とする。 

研究会 

 

(3)エンタープライズ・アジャイル

（テクノロジックアート・長瀬社

長、住友電工情報ｼｽﾃﾑ・山下様） 

新規 企業の基幹系システムにアジャイル開発を適

用する場合の課題や取り組み方につき、情報

交換。 

(4)ディープラーニング（ｸﾗｽｷｬｯﾄ・

佐々木社長、XEENUTS・西田社長） 

新規 

2017年3

月～4月 

・２カ月で４回を開催。製造業に焦点を当

て、ディープラーニングの適用分野を検討。 

プロジェ

クト 

(5)アドバンスト・ビジネス 

（PM ｱﾗｲﾝﾒﾝﾄ・中谷取締役） 

新規 右脳型発想法にCSV（Creating Shared 

Value)を組み合わせて、世の中に役に立つ、

新商品・サービスを生み出す研究。そのため

の人材育成方法の追究を合わせて検討。 

(6) 日本企業成長戦略分析 新規 日本企業の営業利益率の実態の把握を通じ

て、国への貢献の在り方を研究。この成果

は、アドバンストビジネスプロジェクトへ反

映。 

アカデミ

ー 

(7)ＹＡＴ (Yet Another IoT) 

 （NPO法人国際情報科学協会・広瀬  

  理事） 

新規 ・Yet Another Intelligence of Things 

（YaIoT：もう一歩先のＩｏＴ） 

・各界でご活躍の講師を招き、もう一歩先の   

 IoTについて、講師、参加者を交えて意見  

 交換。 

 

（フォーラム等の説明） 

フォーラム さまざまな分野（例えば企画、人材開発、営業、購買、物流）におけるリーダーの方々が

企業の枠を超えて集まり、お互いの課題や進むべき方向を自由な立場で意見交換する

「場」。各々２カ月に１回程度 

研究会 テーマを決め、そのテーマを深掘りし議論。会員企業以外にも学術関係者、専門家を加え

たチームを編成し、広く意見・知見を求めます。各々２カ月に１回程度 

プロジェクト テーマを決めて議論を行い、報告書にまとめて広く啓蒙。学術関係者、専門家を加えたチ

ームを編成し、広く意見・知見を求めます。各々２カ月に１回程度 

アカデミー アカデミーは、各界で活躍の講師を招き、講演に続き、講師に参加いただき、参加者の経

営課題との関わりを含めて意見交換。各々２カ月に１回程度 
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４．２ 各分科会活動概要 

 以下に、2016年度の各分科会の活動概要を報告する。 

 

Ａ．「アドバンスト・ビジネス・プロジェクト（ＡＢＰ）」2016年度報告 

 

Ｂ．「日本企業成長戦略分析プロジェクト」2016年度報告 

 

Ｃ．「ＹＡＴアカデミー」2016年度報告 

 

Ｄ．「自己成長塾フォーラム」2016年度報告 

 

Ｅ．「新規事業推進フォーラム」2016年度報告 

 

Ｆ．「エンタープライズ・アジャイル研究会」2016年度報告 

 

Ｇ．「ディープラーニング業種別研究会」報告 
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Ａ．「ABP(アドバンスト・ビジネス・プロジェクト)」2016年度の報告 

 

日本企業が新商品、新サービスを産み出し、グローバル競争でリードできるための対策を考える会は、

以下の事項について中谷英雄リーダーのもとで2か月に1回集合し議論を重ねてきた。 

内容の概況を報告します。 

 

参加メンバー 

 １３社、１３名（ＡＢＣ協会を除く） 

 

チーム１  「イノベーションの理解とCSV+CX」を考えるチーム 

１．２０１６年度検討の振り返り「イノベーションの理解とCSV+CX」 

 中谷リーダーの指導の下に以下のスケジュールで６回にわたって議論した。 

第１回２０１６年 ４月１８日 右脳型発想法とCSVの紹介 

第２回２０１６年 ６月１３日 CSV事例紹介：ネスレ 

第３回２０１６年 ８月 ８日 マーケティングの新潮流顧客経験（ＣＸ）デザインを学ぶ 

第４回２０１６年１０月１７日 変革をどう推進するか？ 

第５回２０１６年１２月１９日 モチベーションとイノベーション 

第６回２０１７年 ２月    国内CSV事業の先進事例を通じて、何が言えるのか？ 

              （ソーシャルビジネス、ソーシャルイノベーションの方向性） 

 

２：議論内容 

最初にイノベーションを引き起こすリーダーについて時代ごとの変容を理解した 

 

リーダーシップの５大理論と２つの現代理論 

理論１：個性（Trait)の理論（１９４０年代～） 
理論２：行動（Behavior)の理論（１９６０年代～） 
理論３：コンティンジェンシー理論（１９６０・７０年代～） 
理論４：リーダー・メンバー・エクスチェンジ（LM X )（１９７０・８０年代～） 
理論５：トランスフォーメーショナル・リーダーシップ（T S LとT FL）（１９８０年代・９０年代） 
現代理論１：シェアード・リーダーシップ（S L)（２０００年代～） 
現代理論２：S L × T FL（現代～今後） 

 

参考： 

理論１：個性（Trait)の理論  リーダーの持つ個性に注目（１９４０年代～） 

・ 「リーダーを務める人は、他の人と比べて特異・人格がある」という前提に立つ 

理論２：行動（Behavior)の理論 

・ リーダーの部下への行動スタイルに注目（１９６０年代～） 

・ リーダーごとに部下に対する行動スタイルが異なり、その違いが部下・組織のパフォーマンスに影

響すると考える 

・ 部下との友好的な人間関係を重視するスタイルに分類すると主張。 

当時、リーダーシップ行動の定量化手法が考案され、世界中の研究者の間で「望ましいリーダーシ

ップ行動」が検証されるようになった。 

・ しかし、その研究蓄積の結果、「普遍的に有効なリーダーの行動スタイル」に関する学者のコンセ

ンサスは得られず、この分野もやがて行き詰るようになった。 
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理論３：コンティンジェンシー理論 

・ 個性や行動が成立する条件に注目 

・ リーダーの個性・行動の有効性は、その時々の「状況・条件」によるというもの 

しかし、この研究が蓄積されるにつれ、学者からその「条件」の種類があまりに多く提示された。 

逆に言えば、これは「リーダーの特性の個性・行動スタイルは、非常に限定された条件でしか適用し

ない」のであれば、普遍性は失われる。 

・この意味で、コンティンジェンシー理論もまた、行き詰るようになった。 

理論4：リーダー・メンバー・エクスチェンジ（LMX) 

ＬＭＸは、同じリーダーでも部下との心理的な交換・契約が異なることに注目する。理解すべきは、
「リーダーと部下一人ひとりがいかに質の高い関係性を築けるか」に着目。すなわち、分析の焦点をリ
ーダー個人から、「リーダーと部下それぞれの関係性」にシフトされたのが、ＬＭＸ。 
理論５：トランスフォーメーショナル・リーダーシップ（TSLとTFL） 
・部下をよく見て、管理するリーダー（トランザクショナル・リーダーシップ）（T S L） 
・ 部下を観察し、部下の自己意志を重んじ、あたかも心理的な取引・交換（＝トランザクション）の
ように部下に対して「アメとムチ」を使いこなす、「管理型」の側面を持ったリーダーシップ。 
・ＴＳＬは、「質の高いＬＭＸ」をもたらしうるリーダーの態度とほぼ同義 
・ ＬＭＸはリーダー＝部下の「関係性」を主な対象にするが、ＴＳＬは、リーダーのスタイルそのも
のに焦点を当てている点が両者の違いといえる。 
 
現代理論１：シェアード・リーダーシップ（SL） 
・従来のリーダーシップ理論は、いずれも「グループにおける特定の一人がリーダーシップを執（と）
る」というのが前提 
・一方でＳＬは、「グループの複数の人間、時には全員がリーダーシップを執ることが重要」と考える 
・「リーダー⇒フォロワー」という「垂直的な関係」ではなく、それぞれのメンバーが時にリーダーの 
 ように振る舞って、他のメンバーに影響を与えあうという「水平関係」のリーダーシップである 
・近年の実証実験でも、①垂直的なリーダーシップよりもＳＬの方がチーム成果を高めやすいこと。 
 ②この傾向は特に複雑なタスクを遂行するチームにおいて強いことを明らかにしている。 
 
現代理論２：SL × TFL 
・現代のリーダーシップにおいて最強のリーダーシップのパターンは、「ＳＬ×ＴＦＬ」の掛け合わ  
 せである可能性を示唆 
・すなわち、「チームのメンバー全員がビジョンをもって、全員がリーダーシップを執りながら、 
 お互いに啓蒙し合い、知識・意見を交換する姿」 
・これからの知識産業・知識ビジネスと呼ばれる分野では、参加者全員がＴＦＬを目指さなければなら 
 ない 
・それであれば、必要なのはＴＦＬの基本要件である「ビジョン」を、知識産業に属するすべての人 
 が持つこと。全員で内省する姿勢が求められる。 
 
今後の人材育成企業の条件とは 
・今後の知識社会では個人の創造性が重要である。それを高めるのが、人の「内発的動機×ＰＳＭ」 
 というのが、グラントの研究結果。だとすれば、どのような企業が「内発的動機×ＰＳＭ」の高い 
 人材を生み出せるのか？ 
・それは「ＴＦＬとＳＬ」に満ちた企業である。ＴＦＬ×ＳＬの満ちた組織では、必然的に内発的動  
 機の高い人が育つはずである 
・ 結果としてＴＦＬ×ＳＬが高い組織では、メンバーの内発的動機×ＰＳＭが高まり、個人のパフォ 
 ーマンスを高め、それが高い組織のパフォーマンスとして顕在化するではないか。 
 
次に「イノベーションを推進するやる気、意欲のモチベーションについて学んだ 

モチベーションとは何か 

・心理学・経営学におけるモチベーションの定義は、たとえば以下のようなもの 

モチベーションとは、行動の①方向性、②活力、③持続性に、影響を与えるものである 

・ モチベーションとは、才能、スキル、業務の理解度、環境における制約などを一定とした上で、 

個人の行動の①方向性、②規模、③持続性を説明する、諸処の変数の関係性に関するものである 
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・ モチベーションの２つの種類 

・外発的動機 

  報酬・昇進など、「外部」から与えられる影響で高まるモチベーションのこと 

 ・内発的動機 

  外部からの影響なしに、純粋に「楽しみたい」「やりたい」といった、内面から湧き上がるモチ 

  ベーションのこと 

これまでの実証研究で、外発的動機よりも内発的動機のほうが、個人へのコミットメントや持続性を高

めることなどが、ほぼ学者のコンセンサスとなっている 

 

現在理論：プロソーシャル・モチベーション（１９９０年代～） 

・プロソーシャル・モチベーション（ＰＳＭ）は、 

・「他人視点のモチベーション」のこと 

・ ＰＳＭが高い人は、関心が自身だけでなく他者にも向いており、他人の視点に立ち、他人に貢献す  

 ることにもモチベーションを見出す 

・これは、けっして「社会貢献」のような大きなものだけでない。「顧客視点に立つ」「取引先との視 

 点に立つ」「同僚の視点に立つ」といった、身近なものを含む 

・ＰＳＭと内発的動機の「補完効果」が注目されている 

・「ＰＳＭと内発的動機がともに高いレベルにあると、互いが補完し合って、その人の高いパフォーマ 

 ンスにつながる」 

 理由は、「他者に貢献することを、自らの楽しみとして感じる」からだ 

・ＰＳＭは「他者視点に立つ」ことである。したがってＰＳＭが高い人は新規だけでなく、そのアイデ  

 アが「相手にとって有用か」までを考える。さらに、他人に役立つことを「面白い・楽しい」と感じ 

 るから、クリエイティブな作業にコミットするようになる 

 

（創造性に富む人材を育む組織 まとめ） 

イノベーション創発に優れた企業では、「新たな発見の種の段階から発芽させ、実を結んでいくにはそ

れにふさわしい人と組織が必要であるという（栽培）の考え方」を取っており、「社員の自立性や自主

性に期待し、これを増幅させるような行動規範、カリチャーコードをしっかりと植え付け、人間が本来

持っている創造性に対する信頼を根底に置いて創造力をかきたてる」場を提供しているのではないか？

（IDEO社の事例より) 

 

・ この事例から、人々は、モチベーションという刺激を受けて自らの可能性を種に光を当て、それを  

 啓発・耕し・育成して日々成長させ、充実感とやりがいを感じながら自己実現を目指す、そしてその 

 過程でイノベーション（価値創造）がもたらされる可能性が高くなるのではないか 

・また、知識社会の現在においては、モチベーションという外的・内的刺激を受けてすぐにイノベーシ 

 ョンに直結するのではなく、他人、社会への貢献と内発的動機を育む「場」があって、そこでその人 

 の持つ創造性が生まれて、それがやがてイノベーションをもたらすのではないか？ 

 （ハーバードビジネスレビューより） 

 

ＣＳＶ(Creating S hared Value)とは 

 マイケル・ポーター教授のＣＳＶ論の主眼は？ 

 （「共通価値の戦略」、ハーバードビジネスレビュー、2011) 

 社会課題を解決することを通じると同時に自社にとっての高い経済的価値を追究する 

ネスレのステークホルダーへの共通価値提供 

  

経済価値、社会価値に加えて知識価値を合わせて目標にしている特徴がある 
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ステークホル
ダー 

経済価値 知識価値 社会価値 

消費者 消費者にとってのお値打
ち感の創出 

栄養と健康に関する知
識の提供 

スマートグリーン商品
の提供 

サプライヤー 原料やパッケージング業
者にとっての経験価値の
提供 

農民への知識提供、食
のバリューチェーンの
改善 

安定的な作物管理や家
畜の健康管理などのプ
ロセスの整備 

同業他社 価格・コスト削減圧力を
通じた同業他社の生産性
向上 

影響や競争を通じた知
識の伝達、食産業全体
の効率向上 

労働・環境基準の改善 

従業員 従業員とその家族にとっ
ての仕事と収入の確保 

従業員教育の実施 公共や職場における安
心・安全・健康の担保 

コミュニティ 
政府 

税金・インフラなどの提
供 

子供の健康に関するコ
ミュニティ教育の提供 

地域開発と資源の持続
可能な利用 

株主 株主価値の向上 生態系全体の価値向上
にかんする資本市場の
理解向上 

ペンションハンドなど
ESGを重視する株主価値
の向上 

出所：「CSV経営戦略」名和高司、東洋経済新報社 
 
ネスレは、なぜＣＳＶに挑戦するのか？ 
論点１：金融危機の引き金は、投資銀行より、むしろ米国の政治家である 
 論点２：未来を憂う 
 論点３：目に見えないものが重要 
 論点４：ネスレにとってＣＳＶの重要性 
論点５：信用は具体的な行動から生まれる 
論点６：透明性の高い企業を目指すネスレ  
 
評価１：力を合わせれば全員が勝者になれることを証明した 
評価２：他者を犠牲にした繁栄はあり得ない 
 
 

□マーケティングのチャレンジと期待 顧客経験Customer Experience （ＣＸ） 

 リーダーシップを各自が発揮しなければならない・マーケティング担当者は、テレビ、ウェブサイ  

 ト、ＳＮＳという、すでにあるチャネルを通じてだけではなく、根本から顧客の価値を見直した、新  

 しいつながりを意識しなければならない 

・宣伝担当が市場に投入される商品を宣伝する、ウェブ担当であればアクセス数を改善するなど、単発 

 のアプローチでは顧客の変化に対応できなくなってきている 

・つまり、価値変化を反映し、一連の顧客との関係性を考える顧客経験（ＣＸ）の視点を持った、 

・顧客経験(C X )視点のリーダーシップことが、これからのマーケターのミッションであり、求められ 

 るアプローチである。 

・顧客はテレビや雑誌で品物をしり、商店で品物を確認し、ネットで最安値での入手方法を探して購入 
 することが珍しくない時代に入った。この消費者行動の変化を知ったうえでの販売戦略をとらざるを  
 得ない。 
 

顧客経験（ＣＸ）実現のための手法：カスタマージャーニーの概念 

・カスタマージャーニー 

 顧客の一連のブランド経験を旅に例えた言葉。顧客がブランドや商品を認知、購買、再購入する段 

 階で、ブランドが提供する接点を行き来する一連のプロセスを意味する。見直しが注目されている 

 理由は、環境の変化により、顧客の行動プロセスが変わってしまったため、企業視点の「商流」で 

 は、正しく顧客経験を追えなくなっている 

・カスタマージャーニーマップ 

 顧客のブランド経験を時系列で「行動」、「感情」、「接点」などの観点で可視化した資料。自社 
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 の「課題や機会」を発見し、顧客経験を目的とするためのツールとなる 

・カスタマージャーニーコンセプト 

  顧客に対してどのような経験を提供するのか、という基本的な考え、企業が掲げる「顧客理念」が 

 反映される 

 

「責任」から「戦略」への転換 

ＣＳＲは、義務的に行うものという印象がある。受け身の印象。 

・このＣＳＲという言葉の持つ限界に目をつけたのが、ポーター 

・ＣＳＶでは、戦略的ではなく、戦略そのものにしてしまおうという狙いがある 

・言い換えるなら、責任から戦略への転換である 

CSR ｃｓｖCSV 

・善行 

・シチズンシップ、フィランソロピー、持続可能性 

・任意、あるいは外圧によって 

・利益の最大化とは別物 

・テーマは、外部の関心や個人の嗜好による 

・企業の業績やＣＳＲ予算に制限される 

・経済的便益と社会的便益 

・企業と社会の共創 

・真の競争力の獲得 

・利益との連動 

・テーマは企業ごとに異なり、内発的 

・企業の予算全体の基盤を構築 

 

CSVを目指している日本企業がいくつか出始めている。 

JPホールディングス、ヤクルト、セブンミルサーボス、ヤマト運輸、セコム、森永乳業、資生堂、 

JTBホールディングス、キリン、伊藤園などである。 

しかしこれら日本の大企業が、 

① 大きな社会的価値をあげているか、 

② 高収益をあげているか 

などデータを分析してみると、まだまだ依然と比較してCSVを表意するほど、大きく評価できるまでに

は、至っていないように思える。 

長期的視点にたって眺めてみたい。 

 

チーム２ 人材育成を考えるチーム 

ディアグロー社の内山社長をリーダーにして以下のごとき研究を実施した 

１：企業の人材像 

企業経営を成功させるためには 

a：0から1を産み出せる人 価値発掘型人材 

b:1を10に成長させることができる人 改革推進型人材 

c：10を10から100に維持・発展できる人 実行型人材 

の3種類が必要であるが、日本企業の人事施策は、この差を意識して使い分けることが不充分であるよ

うに見える。 

この3タイプごとに発想法は異なるし、必要能力も異なる。 

したがって研修コース内容も当然差が出てくる。 

図表1 必要能力別研修コース 
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２：組織診断、職場診断、個人診断 

企業経営には上記3種類a,b,cの人材が必要であるが、そのためには以下の3種類の診断が必要となる。 

（2-1）個人診断 

個々の課題や成長機会の特定をするための、個人のアセスメント 

（2-2）職場診断 

360度診断等の職場やチームのアセスメント 

（2-3）組織診断 

 従業員満足度等の企業のアセスメント 

等を実施して特徴を伸ばしてゆくことが望ましい。 

３：初級、中級、上級に必要な能力 

この3級ごとに専門能力、対人関係能力、意思決定能力のウエイト付けが変わってくることも視野に入

れて、人材評価をする必要がある。 

図表2 専門能力、対人関係能力、意思決定能力 
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4：リーダーに必要な知情意 

個人の力を評価する場合は、この3種類の使い分けができる人材であるか、否かを問わ 

ねばならない 

図表3 知情意 

 

 
 

5：IQ,EQ、CQ 

人の能力を評価する場合、従来はIQが使われてきたが、感情指数のEQと創造性指数のCQの3要素に

配慮せねばならない。 

日本企業がグローバル競争で優位に立つためには、新商品、新サービスを生み出すことが必要であり、

この3種類の特徴を生かした人材を発掘し育成することが期待されている。 

耳慣れないのがCQであるが、これはHarry Alderが提案したものである。 

図表4 IQ,EQ、CQ 
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6：問題感知力、発想力、実行力 

企業においてイノベーションは必修であるが、「もっとよい方法や手段はないか」「もっとよい商品やサ

ービスはないか」を考え付く問題感知力が最初に必要となる。 

次いで新商品、新サービスを徹底的に考え生み出す力が要求され、最後にビジネスとして実現してゆく

ための実行力が必要となる。 

実行力には計画を立てる意思決定力と業務遂行能力が問われる。 

この問題感知力、発想力、実行力にも初級、中級、上級の3種類が存在し、各クラスに応じた成長のた

めのカリキュラムが準備されねばならい。 

図表5 出世魚型能力開発 
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なお、この3種類の力は15の区分に分けて評価できる。 

 価値発掘型人材、改革推進型人材、実行型人材毎に各職場や職種、個人に応じてウエイト付けをして

活用せねばならない。 

15評価は更にアセスメントに展開する必要があるが、今年はそこまでの準備はできなかった。次年度の

課題である。 

図表6 問題感知力、発想力、実行力の評価案 

 

7：今後の課題 

以上のごとく人材育成問題を研究してきたが、更に以下の問題も追究せねばなならない 

１：減点主義 加点主義 

  ・具体的にどのような制度か（敗者復活戦の有無、どこまで回復可能か） 
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  ・成功事例と秘訣  ・給与とボーナスの配分   ・役職推薦制度 

２：人材育成の場の与え方 

  ・仕事（テーマの与え方、経営戦略との対応）、動機付け、指導配慮のポイント 

  ・各自からのイノベーションテーマの募集、実態把握、計画つくり 

  ･他社情報の収集（事例の学びと分析） 

３:育成方針（カリキュラム） 

  ・人材期待型別の研修内容（右脳型、左脳型） 

  ・座学と実習の具体的方法 

４：個人、組織目標の与え方と評価法 

  ・目標値、計画値の作り方と中間評価、実績評価項目 

  ・個人評価とチーム評価 

  ・評価者は誰か 

５：その他  ・コース設定 

   ・(例）イベント会場からの吸収すべきもの→観察力、洞察力、共感力、構想力） 

   ・(例）他社見学、工場別研修、 

   ・(例）参考書の輪読 

以上 
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Ｂ．「日本企業成長戦略分析プロジェクト」2016年度報告 

２０１６年度は日本経済の活性化対策について議論した。 

 

１：日本経済の実態  

日本のGDPは1997年に500兆円に達したが、それ以降伸び悩んでいる 

 

図表1-1 名目GDPと税収の推移 

 

これは為替レートによるところが多く、その対策として、海外への工場移転が進んだ。 

図表1-2 製造業の営業利益率と為替レートの推移 

 

海外生産量の推移を図表1-3に示すが、2015年度で274兆円に達している。 

図表1-3 日本企業の現地法人の売上高  
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出所：経済産業省「海外事業活動基本調査」 

では国内法人の売上高推移を示す。2008[N1]年度のリーマンショック以降海外の法人売上高が上昇傾向に

対して、国内は停滞気味である。その結果海外生産比率は全産業で16％（2015年度）になっている。 

特に製造業の海外生産比率は25％に達しており、日本国内製造業の苦境がうかがえる。 

 

図表1-4 国内法人売上高推移 出所：財務省「法人企業統計」 
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図表1-5 海外生産比率 

 

 
 

物つくり以外でも収入は得ることができる。 

日本にとって観光事業は一つの大きな収入源である。もう一つの収入源の観光はどのような状況であるかを

見たのが図表1－6である。 

官公庁の調査2015によると観光事業の売上高は15兆円となっているが(図表1－6参照) 

関連事業含めると、全国の観光地域5861エリアにおける観光関連事業所（観光産業事業所）は104.3万件で、

その従業員は845万5千人、売上高は90.6兆円だったとの報告もある。 
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図表1-6 観光事業 

 

 

 更に外国人旅行者のみを、対象にしてみると、図表1-7以降の数値である。 

 

図表1-7 外国人旅行者の旅行消費額 

[い3][い4][い5] 

  
2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 年平均 

伸び率(%) 

旅行消費額（千億円） 8.1 10.8 14.2 20.3 34.8 44.0  

名目ＧＤＰ（兆円） 4,716 4,753 4,791 4,869 4,991 1.4  

旅行消費額/GDP 0.17 0.23 0.30 0.42 0.70   
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2：内部留保金の実態と課題 

（2-1）概況 

企業活動によって蓄えられた「内部留保」が増え続けている。 

法人企業統計によると、2015年度の企業の内部留保（利益剰余金残高）は378兆円と過去最高になった。 

 「企業は、内部留保を貯めすぎだ。内部留保に課税し、企業が賃上げや投資に回さざるをえない仕組みを

作るべきだ」との提案がある。 

また、政府は、「内需を拡大するためには、内部留保を設備投資や賃金の増加につなげることが重要だ」と企

業に迫っている。 

 しかし、設備投資については「日本は人口減少により需要が減少しており、投資拡大は難しい。」「海外の需

要に対しては、日本国内で生産し輸出するやり方では経済摩擦は避けられないため、現地で生産するしかな

い。」「日銀は、金融緩和によって金利を下げ企業の設備投資を促そうとしているがうまくいっていない。」等の

指摘がある。 

 

 賃金については、「むしろ、医療や介護など社会保険料の増加が可処分所得を少なくしており、消費の停滞

を招いている」との主張がある。 

  

 これらの議論について何が正しいのか、内部留保に関するデータを分析することにより、確認してみた。 

 先ず「企業は内部留保を貯めすぎ」の主張について、内部留保は現金預金だけでなく、設備投資・研究開

発・運転資金、Ｍ＆Ａ等にも使われており、内部留保が多いことをもって批判することはできないのではない

か。 

 ただ、収益をあまり生まない現金預金を必要以上に保有することは望ましくないといえる。  

資産に占める預金現金の比率を企業規模別に見ると、大企業より中小企業のほうがが高い。これは、不況時

になると金融機関の貸出態度が、大企業より中小企業に対し厳しくなり、資金繰りも厳しくなるため、中小企業

は不況時に備えて極力現金預金を保有しておこうというインセンティブが働くためと考えられる。 

 このように、内部留保を預金現金に積み増しているのは中小企業で、大企業は海外への直接投資等にまわ

している。「内部留保に課税すべき」との議論があるが、むしろ中小企業に与える影響が大きいのではないか。

大企業も海外に投資できなくなり、成長の芽を摘むことになるのではないか。 

 中小企業が不況時に備えて現金預金を保有しなくても済むような仕組みが望まれる。 

リスクが高く民間金融機関が独自で融資しにくい部分を政府系金融機関が補完する仕組みやハイリスクハイリ

ターンなベンチャービジネスへの成功報酬型金融の導入拡大等考えるべき対策は残されている。 

 「内部留保が国内の設備投資に回っていない」のは、少子高齢化等による国内需要の低下により、企業が日

本の将来の成長に期待が持てず投資に慎重になっていること、新興国の台頭による海外の需要の増加や低

廉な生産コスト、貿易摩擦の回避等のため、生産拠点を国内から海外に移す動きが大きくなっていること等が

大きな原因と考えられる。 

 しかし、研究開発等により、世界に誇る技術で市場を拡大している企業もたくさんある。日本の生きる道は、

教育の重視により、国内の優秀な人材を育成すると同時に、世界の優秀な頭脳を集め、絶えずイノベーション

を起こし続ける以外にないのではないか。 

（2-2）内部留保は資金源 （数値は2014年度実績 単位：兆円）[N6] 

一年間の企業活動の結果得られた当期純利益は、配当（中間配当を含む）と内部留保に処分される。 

内部留保と減価償却が資金源となって、設備投資や運転資金等に使われ、余った資金は、現金預金や有価

証券等に運用される。 

 資金が不足する場合は、金融機関等からの借入れや、増資・社債発行等で充足する。 

一年間の企業活動の結果得られた当期純利益は、配当（中間配当を含む）と内部留保に処分される。 

図表2-1 自己資本比率 国際比較  
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図表2-2 現預金の対名目GDP比較 

 
「現金・預金」 

 内部留保（利益剰余金）の使い方について、企業が現金預金を積み上げていることが問題視されている。

収益をあまり生まない現金預金を必要以上に保有することは確かに望ましくないといえる。 

 企業規模別に見ると、資本金1億円以上の大企業より1億円未満の中小企業のほうが預金現金比率が高い。

また、1997年度以降大企業はほぼ横ばいであるが、中小企業は一貫して上昇している。 

 これは、不況時になると金融機関の貸出態度が、大企業より中小企業に対し厳しくなり、資金繰りも厳しくな

るため、中小企業は不況時に備えて極力現金預金を保有しておこうというインセンティブが働くためと考えら

れる。 

 このように、内部留保を預金現金に積み増しているのは中小企業で、大企業は海外への直接投資にまわし

ている。中小企業は銀行の貸し渋りが影響しているが、これはBIS規制が影響していると思われる。 

 

参考： 

① ＢＩＳ規制は、国際間における金融システムの安定化や、銀行間競争の不平等を是正することなどを目的

として、１９８８（昭和６３）年７月にバーゼル銀行監督委員会により発表され、１９９２（平成４）年１２月末（日

本では１９９３年３月末）から適用が開始されました。銀行の自己資本比率は8％以上であること 

（注）米国では１９８４年から１９９２年の間に、金融自由化、不動産融資、発展途上国融資の影響で、2000 を超
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える金融機関が倒産した。この防止対策として、このBIS規制が作られた 

②市場リスク規制 

１９９６年 信用リスク、市場リスク 

③新ＢＩＳ規制 

１９９８年 日本では2007年3月末から適用。 

④2010年9月には規制内容を再検討した「バーゼル3」が公表された。「バーゼル3」では、自己資本の「量」

と「質」の見直しを柱とし、「量」では自己資本比率の水準（8％以上）の引き上げを、「質」では普通株や内部留

保など、より資本性の高いものを多く保有するよう示唆。 

図表2-3 企業規模別の現金・預金比率推移 

[N7]  

[N8] 

 

3．過剰な内部留保金を持たない対策 

非金融法人企業の活力を保ちつつ貯蓄超過を減らす方法についての考察 

この問題に対していくつかの方法があると思えるが、当プロジェクトで議論した内容を添付する。 

（１）企業の期待成長率を高め、企業の国内における設備投資を盛り上げること。 

・人口の動きを考えると、国内における今後20年程度の有力な成長分野は、高齢者関連分野。社会保障

の切り詰めを考えるのではなく、社会保障の充実と高齢者の自立支援（健康な人で意欲のある人は生涯

現役も可能にする等）により、高齢者が安心して好きなことにお金を使えるようにすること。 

・日本の潜在的な成長分野は余暇産業。日本に長期休暇制度を導入して国内旅行需要を増やし、地方を
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元気づけること。（長期休暇制度の導入に関する小論参照）[N9] 

（２）ある程度プラスの金利水準で経済が正常に回るような状況に持っていくこと。 

・財政政策の活用（政府支出の増加、ないし増税と政府支出増加の組み合わせ）により、ある程度プラ

スの金利水準でも経済が正常に回るような状況に持っていくことが必要。金利水準が上がれば企業の利

払いが増え、企業の貯蓄超過の縮小につながる。（それが家計に回って消費を増やし、経済にプラスの影

響を与える。） 

・この方策は上記（１）にもつながる。 

（３）いざというときの企業の資金繰りの安心感を高める金融制度に転換すること 

・企業の現在の現金預金の保有額は明らかに過大であるが、いざというときの備えという側面もあると

考えられる。いざというときの企業の資金繰りの安心感を高める金融制度になれば、企業も無駄な現金

預金を保有する必要はないので投資に回すか、投資機会がなければ配当ないし賞与に回すことによって

貯蓄超過を減らすようになるであろう。ただし、いざというときの企業の資金繰りの安心感を高める金

融制度がどのようなものかよくわからない。 

（４）企業が従業員の能力開発投資により大きな支出を行うこと 

・日本の企業の教育訓練経費は先進国の 

 中でも最低の部類。 

・労働生産性の向上、競争力の強化のためにも大幅な強化が必要。 

図表3-1 教育訓国際比較 

 

出所：経済産業省「通商白書」2005年 

図表3-2 企業の教育訓練費推移 
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（５）新商品、新サービスを各企業が生み出し国際競争力を向上する施策を自ら生み出す 

イノベーション力をつけること。 

   これについては最初に触れたのでここでは割愛する 

（６）各企業の経営体質の改善を図ること 

米国人コンサルタントであるが日本大企業のいくつかを診断した結果に基づき、以下の特徴を把握した

ロシェル・カップの指摘である。 

日本のビジネスマンは、終身雇用制の影響もあるが、自社で働くことへの好感度は低い、ｔ[N10]みなさ

れている 

図表3-3 日本企業と社員の関係 
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実際に日本企業と米国企業の上層のリーダーシップお[N11]比較したデータである。 

図表3-4 上層部のリーダーシップの評価の日米比較 

残念ながら日本企業の部長以上の幹部の意欲と努力は米国企業の半分以下の評価である。 

 

図表3-5 日本企業の粗末なエンゲージメントと低い生産性の根源（１） 

では、対策はどのように考えればよいのか、ロッシェ氏の指摘を少し修正した表を示した。 

指摘はおおむね当たっていると思わざるを得ないが、この内容の議論は 2017 年度のテーマであり、個

別の議論はこれからである。 
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以下のレポートは,ABCのHPに掲載されますので、参照ください 

 

（参考）停滞の基本的な原因とその解消に向けた財政政策の活用 

2016年2月12日（11：10） 

牛嶋俊一郎 
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Ｃ．「YetAnother IoTアカデミー（略称YATアカデミー）」2016年度報告 

 

１．開催趣旨  

 

革新技術により産業構造を大きく変化させる事で絶対的優位性を獲得しようとする”構造競争”が

欧米で顕著になっている。産業構造競争であり個々の製品機能競争ではないという視点を持つ必要

がある。 

 モノをインターネットで接続する事で膨大なデータを収集する事をベースにしたビジネスモデ

ルの追求ではなく、そこから一歩進んで、「モノの賢さ」（モノを賢くすることで）生み出される価

値に早急にシフトすべきであると考える。 

「サービスはモノを通じて提供される」という視点に立って、競争優位性のあるサービスとそれを

支えるモノを同時に考案する事が必須な時代になっている。しかしながら、これを可能にする人材

が不足しているのが実態である。 

 当「Yet Another IoT」では、モノに賢さを導入するとどのようなビジネスチャンスが広がるか

を検討していく過程で人材を育成し、従来はAIやIoTとは無関係と思われたビジネス領域にさえ、

大きな競争力向上の機会が存在する事を明らかにする事を目的としている 

Yet Another CCに敬意を表して 

現在のIoT（Internet of Things）に対して、我々は、IoT(Intelligence of Things)という考え方

を提唱する。 

理由は現Internet of Things という旗印の下で開発される製品／サービス／文化は、「モノをイ

ンターネットに接続する」という概念を超えた存在になると容易に予想できる。この変化の本質は、

「インテリジェント化」にあると我々は考えている。Intelligence of Things が重要なのであり、

「モノをインターネットに接続すること」は本質でもなく、最終目標でもないと考える。 

「モノのインテリジェント化」という名称でも、これまでの「モノのインターネット」という名称

でも、長期的に見れば、同じ到達点に達すると考えられるが、「モノのインテリジェント化」のほ

うが、回り道をせず、より広い視野で、早く到達することができると考える。速さ・早さこそが、

グローバル競争力の源泉となるであろう。 

知財・データ立国にむけて 

「速さ・早さ」以外に、YaIoTを掲げるもうひとつの理由は、モバイル時代にグーグルなどにイン

フラ＆データを制圧されたという苦い経験があるからである。携帯電話iモード黎明期の検索ビジ

ネスで脚光を浴びた今泉兄弟を覚えておられるだろうか。 

モバイル時代を振り返れば、今泉兄弟の小手先の成果を喧伝している裏で、非常に大きなビジネス

をグーグルが仕掛けていたのである。いま「携帯」という言葉を「IoT」と読み替えたとき、今泉兄

弟と同じことが発生していないだろうか。 

変化を感じて、それを兄弟でできる範囲でものにするというスタイルではなく、変化を大きめに認

識し、大きめのビジネスを仕掛けることが必須なのである。小物家電にインターネット接続機能を

つけてビジネスにするのは、今泉兄弟がこじんまりとした検索ビジネスを行ったのと同じ構図であ

る。モバイルにおけるグーグルはインフラを整備しデータを制した。IoT時代にも、モバイル時代

（今）と同じように、インフラとデータだろうか？本当に今の延長線上のビッグデータ中心のビジ

ネス（＊２）でいいのだろうか？モバイルの過去事例から戦略的に考える必要がある。延長線上な

ら一日の長のあるグーグルに根こそぎ持っていかれてしまう危険性が大きいと考えている。 

「モノの賢さ」（モノを賢くすることで）生み出される価値にシフトすべきであると考えている。  

 

２．開催実績 

 ２ヶ月（奇数月の第3水曜日）に1回（16：00～19：00）ゼミ形式で実施 
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■第一回（2016年7月20日） 

「自然現象における知的な振る舞い」 

講師：三村昌泰氏 

（明治大学研究・知財戦略機構特任教授、先端数理科学インスティチュート所長、グローバルＣＯ

Ｅプログラム「現象数理学の形成と発展」拠点リーダー） 

人工知能（AI）、ビッグデータ、スーパーコンピュータなどを使わずにも、 

自然現象の中には知的な現象がある。それは、モノを賢くする単純であるが強力な知見を与えてく

れる。今後YaIoTを考える上での基礎となる考え方となる。 

 

■第二回（2016年9月21日） 

「Intelligence of Thingsにおけるソフトウェアの重要性と対応必須課題」～プログラミング・

パラダイムシフト～ 

講師：杉村領一氏 

（Invited Researcher at Artificial Intelligence Research Center, AIST, Japan Tizen 

Association） 

 

IoTの時代は、ソフトウェアが重要となる。これは極めて明らかである。特に、人工知能の世界で

はプログラミンのパラダイムシフトが起こっており、「ソフトは賃金の安い外国に外注」という既

成概念では到底太刀打ち不可能。IoT時代のソフト対策を、早急に経営層として改革していく必要

がある。AIでの過去現在未来（分水嶺）を示し、何が変わろうとしているか、何を変えなければな

らないのか問題提起する。 

 

■第三回（2016年11月16日） 

「脳コンピュータは作れるか？人工知能の現在と未来」 

講師：加納敏行氏 

（大阪大学／ＮＥＣブレインインスパイアードコンピューティング協働研究所 教授・副所長） 

 

人工知能の現在の状況と未来を語る事で、装置としての智能と、ネットワークでつながった先の巨

大コンピュータ処理での智能との関係を把握する。 

これにより、Thingsだけの能力の限界と、ネットワークでセンタマシンのAI処理と接続する事で

無限の可能性を理解し、アイディアの可能性・発展性を探る事を目的とする。 

 

■第四回（2017年1月18日） 

「データ解析・人工知能が企業に与える影響」 

講師：神津友武氏 

（有限監査法人トーマツ（様）ディレクター、デロイトアナリティクスの研究開発部門リーダー、

東京工業大学大学院 特任准教授） 

AI による企業経営の自動運転は可能だろうか。経営の意思決定を支援するデータアナリティクス

及びAI の現状と将来の課題について問題提起する。研究開発、生産、物流、販売、財務や監査等

の企業活動においてデータアナリティクスがどのように活用されているか、どのように企業価値向

上に貢献しているかを事例検討し、AI, IoT, Blockchain等の技術トレンドを見据えて将来を展望

する。 

 

■第五回（2017年3月15日） 

「ブロックチェーンの仕組みの本質と今後のビジネス動向」 
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講師：前嶋 陽一氏 

（有限監査法人トーマツ デロイトアナリティクス研究開発部門） 

近年、様々な分野で注目を集める「ブロックチェーン」であるが、IoTやAIと結びつくことで、そ

の活用範囲は金融業界を超えあらゆる産業に広がると目されている。ブロックチェーンはインター

ネットの普及と同じように、システムインフラとして利用されるだけではなく、社会の構造を変え、

企業間競争のルールチェンジを引き起こすメガトレンドとも言われている。ブロックチェーンの仕

組みの本質を理解し、AI,IoTと結びつくことで訪れる将来について議論する。 

 

■第六回（2017年5月17日） 

「北米におけるＡＩ関連事業の活況と日本の課題」 

講師：仲田正一氏 

（（株）ＮＴＴドコモ法人ビジネス本部ＩｏＴビジネス部 担当部長） 

杉村領一氏（Invited Researcher at Artificial Intelligence Research Center, AIST) 

ＡＩを取り入れた事業がこの一年で指数関数的に増大している。事業構想立案に当たって、ＡＩは

新奇性を狙った位置づけから、それがないと競争力を失う中心的存在へと急速に変化している。こ

の予想以上に早い変化への対応を考えるにあたって、北米でのＡＩベンチャーの具体的活動状況と、

今後の課題について提言する。 

 

３．ご参加メンバー 

   １６社（団体）、１６名（ＡＢＣ協会を除く） 
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Ｄ．「自己成長塾フォーラム」2016年度活動報告 

1．フォーラム開催の趣旨 

  激変するIT社会においては、体系的な教える知識より業務の中から自ら学び成長する力が必要とな

る。１０年後を見据え、企業で活躍する人材像を考え、企業の枠を超えた人材像を自由な立場で意見

交換し、自主性、創造性、実行力、ホスピタリティを習得し、自ら成長する場とする。 

 

２．参加者 

  １３社、１４名 

     

３．開催実績  

第１回 ４月２２日(金)   16：00～18：00 ABC協会会議室 

  フォーラムの趣旨説明 

  参加の自己紹介 

  テーマ選定・ディスカッション 

 

第２回 ６月１０日(金)   16：00～18：00 ABC協会会議室 

【選択理論心理学】と社内導入事例  

 

１．選択理論心理学の概要 選択理論とは 

【生存】 

・人間は人生の初期から生存の欲求を自覚している。 

力の欲求を得るために、生存の欲求を無視する能力がある（拒食症） 

動物は、生存の欲求が唯一の基本欲求である。 

・愛は、生存の欲求から分離した。 愛を示した人が生存するために優位を占めた。 

・力の欲求も分離した。 力の欲求を満たす事に成功した人が、そうでない人よりも 

生存の機会を多く持つようになり分離。 

・自由 他人から支配されずに、もっと容易に生存できるようになるために自由が必要になり、他人か

らの力から身を守るのに役立つ様になった。 

・楽しみ 学習に対する遺伝子からの報酬である。生存には直接関係しない 

・愛、力、自由の獲得に密接に結び付く多くの事を学習するにつれ分離。 

 

【愛・所属の欲求】 

愛・所属 生涯を通して愛に満ちた関係が維持する事を求める。 

愛と所属の両方を見つける。友情はという所属感を得ることは容易である 

困難なのは、性的な愛 

遺伝子は誰かを求めているが相手が誰であるかは拘らない。 

最初は、愛とセックスは同時進行するが 

配偶者の片方が、外部コントロールを実践する愛は存在しなくなる 

自分の孤独は、相手にあると責め合う。 

しかし、セックスは継続される。セックスは気分を良くしてくるので、それで十分 

セックスは、力の欲求とも深く係っている 

パワーセックス（ヘンリー・キッシジャー） 

愛は受けることの方を考える。愛を与えることで継続はしない。 

一方通行ではない、愛を受けるのも一つの技能である。 

愛を感謝して受けるのを学ぶ事は、人間関係においても有益である。 
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【力】 

人間の明白な欲求は「力の欲求である」 

十分な食料があるとき動物は、獰猛にはならない。 

十分な持てる者が、必要以上に所有する事は、他人が必要を満たせなくなる事を指す。 

社会のために働く事で力の欲求を満たす 

力はそれ自体は良くも悪くもない。どの様に定義づけ、どの様に手に入れ 

どの様に使うかが違う。 

 

【自由】 

自分でやりたいことが妨げられることがある。ここで力が用いられる。 

自由の欲求は、他人の人生を無理やり強制して言うとおりにさせたいという 

あなたの欲求と、その様な強制から自由になろうとする私の欲求との間に、正しい 

バランスを取れせようとする自然の試み。 

悪い例 外部コントロールの落とし子 （マタイ伝七章十二節） 

「何事でも、自分のしてもらいたいことは、他の人にもそのようにしなさい」 

 

【楽しみ】 

楽しみの欲求は遺伝子に組み込まれている。 

人間は生涯遊ぶ唯一の生き物で、遊びから一生学ぶ。 

遊ぶのをやめた時が、学びをやめた時である。 

他人と仲良く関わっていく最善の方法は、一緒に学習する楽しみをもつこおとである。 

 

【上質世界（quality world）】 

 ＊目標の世界、将来の世界、目的、ゴール 

現実の物を見ても、人によって同じ見方はしない。大きな違いがある。 

自分が見たいと思うやり方で知覚して生きている。 

個人の世界（生涯を通して創造し続ける世界） 

自分の欲求を満足してくれる具体的なイメージ写真 

共に居たいと思う人 

最も所有したい、経験したいと思う事 

行動の多くを支配してる考え（信条） 

上質世界にある人、物、信条のイメージ写真に近くなる行動を選択している 

 

ほとんどの人が、自分の基本的欲求については何も知らない 

知っているのは、自分の気分 

上質世界をほとんどの人は知らない 

例 娘の芝居 評価 

同じ上質世界を持っていない限り完全な客観性はあり得ない。 

上質世界に無い物は、あるがままに見える 

人は現実世界をあるがままでなく、自分が見たいと思うような見方で見ている。 

 

２．社内勉強会テキストから選択理論の要の説明（投影のみ） 

・一般職 「自律とモチベーション」 

・外部コントロール/内部コントロール、成功循環モデル 

３．組織風土変革への取り組みの事例紹介 
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４．取組みの効果と課題 

５．質疑・意見交換 

 

第３回 ９月１６日(金)   16：00～18：00 11名  ニューウェルシティー湯河原  合宿 

「瞑想、ポジティブ心理学概要」 

1日目 

ポジティブアプローチ 
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瞑想が何故ビジネスに適しているか？ 

マインドフルネスとは 

プラーナーヤーマとは（ヨガの呼吸法） 

プラーナーヤーマとは 

• プラーナーヤーマはサンスクリット語のPranaとAyamaという2つの単語をつなげてできた言葉 

• Pranaは「気・エネルギー」を意味する。• Ayamaは「延長する」「止める」という意味 

• プラーナーヤーマは呼吸サイクルを延長することによって生命エネルギー＝気を増大する実践方法 

• 外側（身体）と内側（こころ）を橋渡しする 

呼吸の調節 

•ふだん呼吸は意識されることなく脳神経系を介して自動調節されています。 

•ストレスや感情の変化は大脳を介して呼吸を変化させます。 

•プラーナーヤーマはこれを逆向きに使います。 

•呼吸を意識的に変化させることで心の状態やストレスによる心身の反応をコントロールしていきます。 

•呼吸回数と深さは、感情の変化、身体の酸素需要量によって変化します 

•呼吸は神経系と血中のガス濃度によって調整されます 

プラーナーヤーマの効果 

二酸化炭素の良い効果 

•筋肉の弛緩作用があって、ストレスで凝り固まった筋肉が柔らかくなり、交感神経の興奮が抑えられる 

•血管内、消化管内、気管支内の平滑筋にも弛緩作用がおよぶ 

•脳血管も血中二酸化炭素濃度が上昇すると拡張し、脳が酸素を取り入れる量が増加する 

•抗酸化物質は二酸化炭素濃度が高い状態で産生が増加し、抗炎症作用も高まる 

•徐呼吸による二酸化炭素の上昇は精神面に穏やかな覚醒状態をもたらす 

•心は「極めて心地よい清寂感」を感じる 

プラーナーヤーマを使った瞑想の実践 
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第４回 １０月１４日(金) 16：00～18：00   

「クリティカル・シンキングの紹介」 

 

 

第５回 １２月９日 (金)  16：00～18：00   

  ディスカッション中心 

  テーマ１：【自己成長対して何を期待しますか】 

  テーマ２：【自己成長するとは】 

  テーマ３：【今後何をすれば自己成長すると思いますか】 

 

第６回 ２月２５日（金） 1４：00～18：00   

各自の価値観の紹介 

 「価値観ババ抜き」   

 キャリアアンカー診断  
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Ｅ．「新規事業推進フォーラム」2016年度報告 

 

１．開催趣旨 

（１）広い意味でのネタ探しをどうしていけばいいのか 

情報に対してアンテナを高く張り、いかに、ビジネスとしての嗅覚を高めていくにはどうするの

か。 

  

（２）ターゲット市場の設定とマーケティングの実践 

仮想ターゲット市場をどう設定して、何を調査し、ターゲット市場を押さえていくのか？ 

  

（３）新規事業開発の成長段階 

phase１（企画・テストマーケティング）⇒phase２（インキュベーション段階）⇒phase３（事業

の安定期）と進む中で、どのようにマイルストーンを設定すればいいのか、マイルストーンで考

えるべき要点や投資すべき対象、マーケットのズレの調整など、ビジネスモデルの変革をどのよ

うに捉えて、進めているのかの事例研究など。また、撤退基準の在り方などを議論していく。 

  

（４）ビジネスモデルの策定のポイントと構造の理解 

投資型モデルなのか,変動費型モデルなのか、限界利益、貢献利益の理解と営業キャッシュフロー

を 

営業利益=EBIT(Earnings Before Interest and Tax) 

税引き後利払い前利益=営業利益×税率=EBIAT(Earnings Before Interest After Tax) 

償却前利払い前利益=EBITDA(Earnings Before Interest and Tax and Depreciation and 

Amortization) 

の理解と共に。 

  

（５）ビジネスモデルの変革のタイミング 

実際にスタートしてから、２～３回はマイルストーン時までに、ビジネスモデルを想定のままで

なく、変革をしていく必要になるケースが多い。そのタイミングと発足力をどう身につけるの

か？ 

  

２．開催実績 

第１回 10月21日(水)  16：00～18：00 

第２回 12月 ２日(水)  16：00～18：00 （株）JTBビジネスイノベーターズ（天王洲アイ

ル） 

第３回  ２月 ３日(水)  16：00～18：00 全日空（株）（汐留） 

（2016年度） 

第４回  ４月 ６日(水)  16：00～18：00 東京ガス（株）（横浜） 

第５回  ６月 １日(水)  16：00～18：00 住友電工情報システム（株）（赤坂見附） 

第６回 １０月５日(水)  16：00～18：00 インテル（株）（有楽町） 

第７回 １２月７日(水)  16：00～18：00 アサヒビール（株）（浅草・吾妻橋） 

   ＊各回とも、18：00～20：00 情報交換会 

 

３．ご参加メンバー 

    １４社、１６人 
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Ｆ．「エンタープライズアジャイル研究会」2016年度報告 

１．エンタープライズ・アジャイル研究会設置の狙い 

 アジャイル開発が、話題になっているが、基幹系システム分野への適用は、まだまだ少ない。欧米で

はアジャイル開発が主流といわれているが、ＪＵＡＳメトリックス調査2014によると、基幹系システ

ムでの適用は５％にとどまっている。また、エンタープライズ・アジャイル分野での研究会、情報交換

会はほとんど開催されていない。 

 そのため、「エンタープライズ・アジャイル研究会」を設置し、 

・企業の基幹系システムにアジャイル開発を適用するには、どの分野が向いているか 

・なぜ、日本ではアジャイル開発の適用が少ないのか 

・アジャイル開発を進めるための課題、その課題の克服はどうすればよいか 

   契約、ドキュメンテーション、保守、人材育成、など 

などを検討。 

 本会はこの分野で活躍の長瀬嘉秀様にアドバイザーをお願いし、この研究会を指導いただく。 

 

【長瀬嘉秀様の経歴】 

（株）テクノロジックアート 代表取締役 

「ハイブリッドアジャイルの実践」（リックテレコム、監修）、「アジャイル開発マネジメント クイック

ガイド」（技術評論社、監修）、「アジャイル概論 (アジャイルソフトウェア開発技術シリーズ・応用

編)」（東京電機大学出版局、監修）、ＵＭＬなどの著書多数。 

 

２．テーマ 

（１）参加各社におけるアジャイル開発への取り組み状況の相互紹介 

   アジャイル開発に取り組んでいない会社は、課題等の状況をご紹介 

（２）日本企業の基幹系システムにおいて、アジャイル開発が採用できる分野についての意見交換 

（３）企業の基幹系システムにアジャイル開発を適用するための課題確認と適用検討、 など 

 

・なぜ、日本ではアジャイル開発の事例が多くないのか、アジャイル開発が向いた分野はどこか、 

 そのための課題と対応策をオブザーバを含め、参加メンバーで意見交換 

・エンタープライズ・アジャイル開発には、「ハイブリッド・アジャイル開発」も含めて、意見交換 

 

３．参加メンバー 

    １６社２１名参加（ＡＢＣ協会を除く） 

 

４．実施概要 

・2016年７月より2017年3月まで５回開催。エンタープライズ・アジャイル分野で著名な長瀬嘉秀

氏にアドバイザーをお願いし、各社のエンタープライズ・アジャイルへの取り組みの紹介、基幹系シス

テムをアジャイル開発で取り組み場合の課題、進め方等につき、意見交換を実施。各回ともに欠席者が

ほとんどなく、熱心に議論を交わした。 

・参加各社においては、基幹系システムをアジャイル開発で取り組んでいる事例は少なく、取り組んで

いる場合でもパイロットシステムで実施しているところが多い。一方、大手SIer企業では、数多くの

アジャイル開発に取り組んでいるところもあった。 

・本研究部会の議論を山下部会長が「エンタープライズ・アジャイル研究会活動のご紹介」として取ま

とめ、ＡＢＣ協会主催の「エンタープライズ・アジャイルセミナー」（４月１８日開催）にて紹介。

2017年度は、この活動報告を更に深掘りする。 
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Ｇ．「ディープラーニング業種別研究部会（製造業）」報告 

１．ディープラーニング業種別研究部会（製造業）開催の目的 

・ディープラーニングの適用事例も多く出始め、各企業での適用検討も増えつつある。 

・ディープラーニングをどの分野、どの業務に適用できるか、またそのもたらす影響について、悩んで

られる企業が増えつつある。 

・このような状況を踏まえ、ＡＢＣ協会では、現在のディープラーニングを取り巻く技術や適用状況を

共有したうえで、業種別にどのような分野において、ディープラーニングが利用できるかの研究部会を

開催する。 

・ディープラーニングの適用は、業種により異なるため、業種別に参加者を募り、適用シーンを明確に

した成果物を作成することを目指す。今回は、製造業を対象とする。 

 

２．本研究部会の進め方 

・ディープラーニングの適用に、早くから取り組まれている 

  株式会社クラスキャット  社長・佐々木規行 様、 

  株式会社ＸＥＥＮＵＴＳ  社長・西田 泰彦 様 

 に、アドバイザー（モデレーター）としてご参加いただき、本研究部会をリードしていただいた。 

 

３．参加メンバー 

    ９社１０名参加 

 

４．実施概要 

・３月～４月に、４回研究会を開催 

・第１回会合で、アドバイザーの佐々木様、西田様より、世の中の先進企業におけるＡＩ、ディープ 

 ラーニングへの取り組みを紹介いただき、以降の回で各社においてＡＩ、ディープラーングがどの 

 分野に適用できるかの議論を実施。 
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５．2016年度のセミナーの実施状況 

（１）オープンセミナーの実施状況 

①ＡＢＣ協会主催、または共催 

・７月～３月までで、ＡＢＣ協会主催のセミナーを１１回開催。 

その大半は下期に実施し、下期開催は９回。1月以降は５回と１カ月に２回程度開催している。 

・2016年度は、ＡＢＣ協会だけでは集客力が弱いと考え、共催、協賛をお願いした。その結果、無料 

の場合は、共催、協賛の場合、２０名以上集客することができるようになってきた。今後とも共催、

協賛のセミナーを企画していく。 

 

 セミナー名 講師、共催、協賛 実施日 

１ 実用重視ＩＴモダナイゼーション最新動

向 

住友電工情報システム、 

ソフトロードと共催で開催 

７月 

２ ＡＩとコグニティブ・コンピューティン

グ最前線 

ＮＶＩＤＩＡ、ＸｙＸｏｎ、 

クラスキャット、カミノス 

９月 

３ ＩｏＴ最前線 東京ｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ、タレス・ 

ジャパン、リニアテクノロジー 

KMT研究所、カミノス 

１０月 

４ デジタルマーケティング最前線 コニカミノルタ、日本ＩＢＭ、 

ロックオン、カミノス 

１１月 

５ セキュリティ対策最前線 ネクストイット、ラック、 

ANAシステムズ、ｼﾞｰﾅｯﾂ、 

縁ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ研究所 

１２月 

６ ｼｽﾃﾑ･ﾄﾗﾌﾞﾙ駆け込み寺開設記念ｾﾐﾅｰ：シ

ステム・トラブルの最近の動向 ～パッ

ケージ採用の落し穴 

ICTケイエイパートナーズ 

細川副会長、本間ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

１２月 

７ 世界最高の販売戦略＆目標設定 ｱｶﾞﾍﾟｰﾐｯｼｮﾝ・早崎社長 ２月 

8 Deep Leaning研究会案内セミナー ジーナッツ・西田社長、 

クラスキャット・佐々木社長 

２月 

９ 世界最高の販売戦略＆目標設定 ｱｶﾞﾍﾟｰﾐｯｼｮﾝ・早崎社長 ３月 

10 企業の業績向上に役立つ文章作成能力向

上講座 

ＴＯＡ・福田(修)社長 ３月 

11 テレビ局に取材をさせるには 千葉テレビ放送･大林ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

Personal Marketing･小磯社長 

カミノス・西川社長 

３月 

12 エンタープライズ・アジャイル開発の現状

と課題 

テクノロジーク・アート長瀬社長、ﾆ

ﾆｯｾｲ情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ・中野様 

４月 

 

②ＡＢＣ協会が共催のセミナー（先方のセミナーに協力） 

主催 セミナー名 実施日 

㈱サクセスポイント AI（アプリシエイティブ・インクワイアリー）1日体験セ

ミナー 

５月 

同上 中高年が輝く働き方 １１月 
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同上 ポジティブ心理学をベースとした 

AI(ｱﾌﾟﾚｼｴｲﾃｨﾌﾞ･ｲﾝｸﾜｲｱﾘｰ)の実践的活用方法 

１２月 

(一社)ICT経営ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ協会 生産性向上は会計システムの総点検から ２月 

ネクストイット（株） 標的型攻撃にも、脆弱性攻撃にも、内部情報流出にも負け

ない、最新脅威対策 

３月 

(NPO)ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽｿﾌﾄｳｪｱ協会 「コーポレートサイトにちょうどいい」baserCMS 生い

立ちと今 

４月 

㈱KBマネジメント 

ﾌﾞﾚｲｽﾞｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 

ビジネスルールと意思決定マネジメント入門セミナー ４月 

(一社)ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀ  ー レジリエンス（困難を乗り越える力／折れない心の作り

方） 

４月 

 

２．ネットセミナー（ネット教育） 

（株）管理技術ラボ（八木社長）とコラボし、「管理技術ネットセミナー」を２０１７年６月～９

月に１２回コースの開催を決定。ここでネットセミナーの実績と経験を重ね、他のネットセミナ

ーを企画していく。 
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６．特別プロジェクト：「ふるさと創生ITプロジェクト」 

 国の方針は「地方創生・一億総活躍社会の実現」を掲げています。 

㈱ジインズの廣瀬光男社長が以下の目的で「ふるさと創生IT協同組合」の設立を検討、ＡＢＣ協会

として協力、支援することとなった。尚、「ふるさと創生IT協同組合」は、2017年5月に設立され

た。 

 

＜設立目的＞ 

人口減少が進んでいる地方に対し「ふるさと創生IT協同組合」を設立し、中央官庁および大手メー

カ＆大手企業から「IT事業の受け皿」として「地域の活性化（創生）」を図るプロジェクト（協同組

合）を創立した。 

各県のシステム会社と連携して地方発の社会システム等の相互開発及び活用も検討する。 

 

＜ABC協会の役割＞ 

ABC協会は「要件分析・プロジェクト管理・コンサル」など側面からの支援をする。 

ABC協会としては地方の会員も増やす目的もある。 

 

＜2017年3月３日（金）に設立総会＞ 

 山梨県（㈱ジインズ社）・沖縄県（㈱新世紀システムズ・㈱リュウズシステム）・鳥取県（㈱アクシ

ス）・徳島県（㈱サンシステムエンジニアリング）の５社が理事会社でスタート。 

 

＜来年度に向けて＞ 

 ABC協会のコンサルタントも含め多くの意見を取り入れ「総務省の補助金」を意識した提案をして

行く方がより具体化が見込める。 

 

＜ABC協会作成のイメージ図＞
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（２）「落し物」駆け込み寺システムについて 

 毎年「落し物・忘れ物」が多く、スマホ等を利活用した簡単に見つけ出す仕組みは無いかを検討

（2016年10月）。 

 

＜参考＞ 

平成27年中に警視庁に「落し物」として届けられた件数は約378万件。 

多い順⇒①証明書類（50万枚）・②衣類（46万枚）・③傘（43万本）。 

 

＜国の方針（想い）＞ 

 2020年には4000万人の訪日外国人を目指す方針（想い）。「おもてなし日本」のイメージを更に

良くするために「ABC協会」としても検討に入った（2016年10月）。 

 

＜大阪の㈱ナニワ計算センター製品活用検討＞ 

 10年程前から「遺失物管理システム」を独自に開発し340の導入実績あり。 

製品として落ち着いている事も含め協調（コラボ）して行くことにした。 

 

＜㈱ナニワ社とABC協会の役割＞ 

 ㈱ナニワ社は「遺失物」として持ち込まれた時からの管理システムを提供中。 

 ABC協会は「落とす前の予防（例：QRコード：証明シール）」の仕組みを検討。 

※「予防（例：QRコード：証明シール）」＋「遺失物管理システム」⇒おもてなし日本！ 

 ※ABC協会としては「ふるさと創生IT協同組合」との連携も検討して行くことにした。 

 

＜来年度に向けて＞ 

 テーマは身近なところではあるが、詳細に詰めていくと「壁・ハードル」が結構ある。 

 当方の知識不足もあると感じている。今後はABC協会のコンサルタントも巻き込み、色々な意見を

取り入れたい。また、総務省の実証実験Projを探し提案して行く事も検討したい。 
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＜イメージ図＞ 

 

 

 

 

 

■2017年度の計画（案）（６．特別プロジェクト） 

 

① ふるさと創生プロジェクト 

 ABC協会のコンサルタントの意見も取り入れ（連携しながら）「総務省のイニシアティブ2017

（重点施策）」の計画を調査し「ふるさと創生プロジェクト」にふさわしい事項を選び出し、「ABC

協会（コンサルタント含む）」と「ふるさと創生IT協同組合」と一緒になり検討し「総務省の助成金

（補助金）」を目当てに「ふるさと創生IT協同組合」が主体で実証実験Projを立ち上げる。ABC

協会はコンサルタントも含め実証実験Projの支援を行う。 
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たぶん2年前後の計画になると思う。 

 

②「落し物」駆け込み寺システムについて 

 基本的にABC協会は「落し物」に関して「予防する」仕組みを提供する予定。 

 「遺失物」で何処かに保管された場合は「㈱ナニワ社（大阪）の遺失物管理システム」に連携を取る

ようにする。 

 「予防する」に関して、昨年度は「安価で簡単で自己管理」できる「特殊なQRコード付き証明シ

ール」を検討したが、それは暫く保留にする（「予防提案」を複数検討するため）。 

 

今年度はもう少し調査し「最適で安価なiBeacon（アイビーコン）機器」が無いか探す。 

ただし、iBeaconは何時もスマホのBluetoothや位置情報を「ON」にしていなければならず、

「電池の消耗や位置情報はプライバシーの問題もある」ので普及は難しいと考える。 

 

 新たなキーワードとしてセキュリティに強い「割符」と言うシステム（技術）を検討して見る。ま

た、総務省の「IoTサービス創出支援事業」を調べ「予防」にふさわしい補正予算を見つけ検討して

みる。「割符」も含めABC協会のコンサルタントと連携を取る。 
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７．2017年度の分科会活動計画 

 2016年度は、7分科会を開催し、一部であるが報告書もまとめることができた。2017年度は、更に

分科会を発展させ、幅広いメンバーに参画いただくことを目指す。 

 

（１）分科会活動の一覧   

分類 名称（部会長、アドバイザー） 区分 活動概要 

フォーラ

ム 

(1)自己成長塾 

（元クノール食品社長、現ＡＢＣ協

会常務理事・山田様） 

継続 創造力、ホスピタリティ、行動力を備えた右脳

型人材の育成をテーマに、企業を超え自己成長

を目指す人を対象に、自ら学ぶ「塾」形式にて

人材育成。 

(2) マインドフルネス・イブニング

フォーラム～気付きの力を成長させ

るフォーラム～ 

（（株）城真・杉浦なな子社長、サク

セスポイント・清水様） 

新規 ・今世界中で最も注目されている研修であるマ

インドフルネス（気付きの力）を通して、豊か

なコミュニケーションの土台を育み、アイディ

ア発想、生産性の向上を目指します。 

・また、マインドフルネスを軸として、「傾

聴」「免疫力」「メンタル」「頭脳＆メンタルＵ

Ｐ料理」等、各回ごと楽しい講演も企画してい

ます。 

(3)働き方改革と女性活躍研究会 

講師：キャリア研究会会長 

    野木秀子様、他 

 

新規 ・働き方改革は本来、人口減少に伴い有効労働

者人口の問題を克服する糸口を探るためのもの

でした。長時間労働の抑制で女性や高齢者を労

働市場に取り込み、1人当たりの生産性を上げる

ことを狙っていましたが、議論の中心は残業時

間の上限や非正規労働者の待遇改善にとどまっ

ています。 

・様々な人や仕事に、どのよう取り組んでいく

のか、プライベート、家庭含め、一人ひとり自

らが考え働き方を改革する必要があります 

研究会 (４)エンタープライズ・アジャイル

（テクノロジックアート・長瀬社

長、住友電工情報ｼｽﾃﾑ・山下様） 

継続 企業の基幹系システムにアジャイル開発を適用

する場合の課題や取り組み方につき、情報交換

を行う。 

(５）オープンソース・ 

ソフトウェア活用 

（オープンソース活用研究所・寺田

所長） 

新規 ＯＳＳは幅広い分野で着実に使われている。参

加各社におけるＯＳＳの活用、注目のＯＳＳに

ついて活用の意見交換。 

（６） IBM Watsonコグニティ

ブ・コンピューティング実践勉強会 

（日本IBM Bluemixエバンジェリス

ト 木村様） 

6月～12

月） 

人工知能や機械学習の適用事例など把握し、自

社における活用や新規ビジネス実現のため、実

際にWatson環境を構築し、自ら簡単なシステ

ムを構築を行う。 
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（７）日本型経営を考える会 

小田 滋 氏 元ＤＩＣプラスチック

株式会社 取締役副社長 

新規 人口減少、高齢化による国内消費の低迷もあ

り、日本企業にはイノベーション、グローバル

化が期待されている。一方日本企業の営業利益

率は諸外国と比較して低いことが指摘されてい

る。さまざまな原因が考えられるが、日本企業

を取り巻く環境、法律、制度、ルール、人材育

成制度が、米国と比較して柔軟ではないことが

指摘されている。しかし日本にも従来型ではな

い制度を持って実施している企業もある。 

ではどのように変革していけば「日本企業がグ

ローバルでも発展できるのか」知恵を出し合

う。 

□デジタルマーケティング 

 研究会 

新規 計画中 

プロジェ

クト 

（８）アドバンスト・ビジネス（PM ｱ

ﾗｲﾝﾒﾝﾄ・中谷取締役） 

継続 右脳型発想法にCSV（Creating Shared Value)

を組み合わせて、世の中に役に立つ、新商品・

サービスを生み出す研究を行う。そのための人

材育成方法の追究を合わせて検討する。 

（９）日本企業成長戦略分析 継続 日本企業の営業利益率の実態の把握を通じて、

国への貢献の在り方を研究する。この成果は、

アドバンストビジネスプロジェクトへ反映させ

る。 

アカデミ

ー 

（10）アドバンスト・テクノロジー 新規 アドバンスト・テクノロジーについて、講師を

お招きして、講演いただき、講師囲んで、意見

交換する。 

（11）New Business 

  アカデミー 

新規 各界で活躍の講師をお招きして、講演いただ

き、講師囲んで、New Businessについて、意見

交換する。 

（注）「デジタルマーケティング研究会」は、詳細がまとまりましたところで別途案内します。 
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２．各分科会活動のご案内 

（１）自己成長塾フォーラム（継続） 

１．分科会名称 自己成長塾フォーラム 

２．分科会活動の概要 

 

 

 

 

 

各企業における活躍する人材は様々です。しかし、活躍している

人材は共通なマインドなどの人間力は企業を超えて不変です。 

 激変するIT社会においては、体系的な知識も必要であるが、よ

り業務の中から自ら学び成長する力が必要です。 

１０年後を見据え、企業で活躍する人材像を考え、企業の枠を超

えた人材像を自由な立場で意見交換し、自主性、創造性、実行

力、ホスピタリティを習得し、自ら成長する場とします。 

３．アドバイザー､部会長 クノール食品株式会社 代表取締役社長 山田裕美様 

４．参加対象、募集人数 （１）参加対象（参加していただきたい方） 

・人材育成を検討している担当者 

   ・企業内のミドル層で自らが成長したい方 

（２）募集人数 ２０～３０名 

５．参加費用 ＡＢＣ協会の会員企業   ６，０００円（年間）（消費税別） 

会員企業以外       ６，０００円（年間）（消費税別） 

６．開催日程、時間 

 

原則として、隔月、時間は３時間程度。 

年１回 合宿あり 

７．開催場所 

 

原則、アイオス五反田アネックス 

場合によっては、参加企業での開催あり 

８．取り上げるテーマ 

 

 

個人の意識改革（選択心理学）、呼吸法を活用した瞑想、組織との

関係性、自ら行動を起こさせ組織力を高めるポジティブ心理学を

活用したAI （アプリシエイティブ・インクワイアリー）、アドラ

ー心理学などをベースに自ら考え、意見交換をベースに検討を進

めます 
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（２）マインドフルネス・イブニングサロン（新規） 

１．分科会名称 マインドフルネス・イブニングサロン 

（気付きの力を成長させるフォーラム） 

２．分科会活動の概要 ・先が見えない現代を生き抜くためには、イノベーションを起こすアイ

ディア発想力が必要です。 

そしてアイディア発想力は、考え方や手法だけではなく、いかに様々な

人との深いコミュニケーションを図れるかこそが土台です。 

そこで本サロンでは、今世界中で最も注目されている研修であるマイン

ドフルネスを通して、豊かなコミュニケーションの土台を育み、アイデ

ィア発想、生産性の向上を目指します。 

 

・マインドフルネス（気付きの力）は脳細胞を活性化させることが科学

的に検証されており、その効果はシリコンバレー中の企業、Googleやイ

ンテル、フォード、アメリカ海軍などが研修として取り入れるほど特に

ＥＱ（心の知能指数）を高め、深いコミュニケーションの基礎となる心

のトレーニングとして効果的です。 

本サロンではヨーガの呼吸法も取り入れながら、脳を鍛えていきます。 

 

こうしたトレーニングは、1人で継続するのは難しいものです。 

本サロンでは、定期的に実施することにより、仲間と共に楽しく無理な

く習慣化し、自らトレーニングが出来ようになれるようカリキュラムを

組みました。 

マインドフルネスを軸として、「傾聴」「免疫力」「メンタル」「頭脳＆メ

ンタルＵＰ料理」等、各回ごとの楽しい講演も企画しております。 

＊本会を進めるにあたり、この分野で活躍中の杉浦なな子様、清水良胤

様にアドバイザーをお願いし、このフォーラムを指導いただきます。 

３．アドバイザー 【杉浦なな子様の経歴】株式会社誠真 代表取締役 

傾聴コミュニケーター 

自殺防止センター相談員 

頭脳＆メンタルＵＰ料理研究家 

元コミュニケーション障害であったが、「聴く」ことで悩みを克服し、独

自の傾聴コミュニケーション・メソッドを確立。コミュニケーション方

法やコミュニケーションの基礎となるメンタルの作り方のセミナーを開

催しており、「具体的に何をしたら良いのか、行動レベルで理解出来

た。」など実践で役立つと好評を得ている。 

４．参加対象､募集人

数 

対象者目安は、３０歳代～４０歳代の中堅男女  

（１）オープン参加  

（２）募集人数  ３０名 

５．参加費用 全６回   １回当たり、３，０００円／回（消費税込み） 

６．開催日程、時間 

 

原則として、隔月、第４水曜日。時間は２時間程度。 

  １９：００～２１：００ 

  セミナーでは、お菓子、お茶を用意いたします  

７．開催場所 アイオス五反田アネックス 

８．取り上げるテーマ （１）マインドフルネス・プラーナヤーマ 

（２）傾聴とは 



55 

 

（３）働き方改革と女性活躍研究会（新規） 

１．分科会の名称 働き方改革と女性活躍研究会 

２．分科会活動の概要 働き方改革は本来、人口減少に伴い有効労働者人口の問題を克服す

る糸口を探るためのものでした。長時間労働の抑制で女性や高齢者を

労働市場に取り込み、1人当たりの生産性を上げることを狙っていま

したが、議論の中心は残業時間の上限や非正規労働者の待遇改善にと

どまっています。 

様々な人とどの様に仕事に対し取り組んでいくのか、生産性向上な

どへの目新しい処方箋は示せていませんが、プライベート、家庭含

め、一人一人自らが考え働き方を改革する必要があります。 

参加者自身で、女性の視点、男性の視点から、自らの働き方に関し

て、様々な知識人より講演を聞き、人生の目標を考えてまいります。 

３．アドバイザー、部

会長紹介 

【アドバイザー】講師：野木秀子（のぎ ひでこ）キャリア研究会会長 

        KHAコンサルティング株式会社 代表 

講師：小林 千早都 キャリア研究会 副会長  

ユニアデックス株式会社 チーフ・スペシャリスト 

元 一般社団法人 電子情報技術産業協会(JEITA) 

・ソリューションサービス事業委員会 副委員長 

・次世代 IT利活用検討専門委員会 委員長 

講師：小早川 昭子 キャリア研究会 幹事 

・株式会社スマーディー 代表 

４．参加対象、募集人

数 

（１）参働き手の減少に危機感を抱く方、自らを少しでも高めたい方、仕

事と家庭を両立させたい方、働き方を見直したい方。男女問わず、一般の

方からリーダー、経営者を対象としています 

（２）募集人数 ２０名～３０名 

５．参加費用 会員価格 ３，０００／回（消費税別） 

非会員価格 ３，５００/回（消費税別） 

６．開催日程、時間 

 

２０１７年７月 ～２０１８年３月 研究会開催 全５回  

１６：００ ～ １８：３０（懇親会の開催回は、１９：００） 

７．開催場所 アイオス五反田（本館） 

〒141-0022 東京都品川区東五反田1-10-7 

８．取り上げるテーマ 研究会 プログラム概要（予定） 

第１回  ７月５日 待ったなしの働き方改革  

第２回  ９月６日 ダイバーシティと女性活躍  

第３回 １１月１日 働き方改革の具体例  

第４回 １月１７日 稼ぐ女性社員の育て方  

第５回  ３月７日 総括 (今後の生き方とは）   
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（４）エンタープライズ・アジャイル研究会（継続） 

１．分科会の名称 エンタープライズ・アジャイル研究会 

２．分科会活動の概要 欧米ではアジャイル開発が主流といわれているが、日本では基幹系

システム分野への適用は、まだまだ少なく、エンタープライズ・アジ

ャイル分野での研究会、情報交換会はほとんど開催されていない。 

当研究会は、昨年設置したが、昨年は、各社の取り組み内容の相互

情報交換、エンタープライズアジャイルのための契約、人材育成、Ｑ

ＣＤについて意見交換を実施した。 

２０１７年度は、昨年度のテーマを深掘りします。 

また、本会を進めるのあたり、昨年同様にこの分野でご活躍の長瀬嘉

彦様にアドバイザーをお願いし、この研究会を指導いただきす。 

３．アドバイザー、部

会長紹介 

【アドバイザー】長瀬嘉秀様 

（株）テクノロジックアート 代表取締役 

「ハイブリッドアジャイルの実践」（リックテレコム、監修）、「アジ

ャイル開発マネジメント クイックガイド」（技術評論社、監修）、「ア

ジャイル概論 (アジャイルソフトウェア開発技術シリーズ・応用

編)」（東京電機大学出版局、監修）、ＵＭＬなどの著書多数。 

【部会長】山下哲郎様、住友電工情報システム（株）ビジネスソリュ

ーション事業本部シニアマネージャー 

４．参加対象、募集人

数 

（１）参加対象者（参加していただきたい方） 

・基幹系システムの開発の経験者 

   ・マネジャー、ＳＥ 

（２）募集人数 

 ２０名～３０名 

５．参加費用 ＡＢＣ協会の会員企業    １８，０００円（年間）（消費税別） 

会員企業以外        ３０，０００円（年間）（消費税別） 

６．開催日程、時間 

 

原則として、隔月、奇数月の第４水曜日、１５：００～１７：３０ 

5/24(水)、7/26(水)、9/27(水)、11/22(水)、1/24(水)、3/28(水) 

７．開催場所 アイオス五反田（本館） 

〒141-0022 東京都品川区東五反田1-10-7 

８．取り上げるテーマ 昨年同様、各社の事例紹介に加え、 

２０１７年度は、昨年の議論を踏まえ、次のテーマを取り上げます。 

（１）品質向上のための更に進めた施策の議論 

    アジャイル開発のためのテスト基準、品質基準など 

（２）プロダクトオーナー（ＰＯ）の重要性の議論 

（３）アジャイル開発での分散開発 

（４）デザイン思考とアジャイル開発の親和性の議論 

９．その他 昨年からの継続ですが、新規の方もぜひご参加ください。 
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（５）オープンソース活用研究会（新規） 

１．分科会名称 オープンソース活用研究会 

２．分科会活動の概要 

 

ＯＳＳは、多くの企業に採用されているがまだまだ活用の余地が多い。 

今後、クラウドシステムがますます普及すると予想されるが、クラウド

システムの多くは、オープンソースソフトウェアを活用している。 

本研究会では、ＯＳＳ活用の現状を確認したうえで、各社においてどの

分野にさらに活用できるかを、 

・参加各社の事例を含む情報交換 

・アドバイザーの寺田雄一様より、今お勧めのオープンソースの紹介 

などを通じ、各社でのオープンソースの活用を検討いたします。 

アドバイザー 

 

（株）オープンソース活用研究所 代表取締役所長 寺田雄一様 

寺田様の経歴は、表の欄雅外に記載。 

３．参加対象、募集人

数 

（１）参加対象  各社でオープンソースの活用を検討されている方、 

         今後オープンソースの活用を検討されたい方 

（２）募集人数  １０名～３０名 

４．参加費用 ＡＢＣ協会会員企業   １８，０００円（年間）（消費税別） 

会員以外        ３０，０００円（年間）（消費税別） 

５．開催日程、時間 隔月。原則として、第４月曜の１５：００～１７：３０ 

5/22(月)、7/24(月)、9/25(月)、11/27(月)、1/22(月)、3/19(月) 

６．開催場所 

 

アイオス五反田（本館）２階 会議室 

〒141-0022 東京都品川区東五反田1-10-7 

７．取り上げるテーマ 

 

 

 

 

 

（１）オープンソースの参加各社における活用状況の相互の情報交換 

（２）クラウド時代を考えた場合に取り組んでおくべきことの意見交換 

（３）企業での活用が進まないとした場合の課題と対策の検討 

（４）今おすすめのオープンソースの紹介 

  ・人工知能：TensorFlow 

  ・ビッグデータ：Apache Hadoop,Apche Spark 

  ・シングルサインオン：OpneAM 

  ・ＣＭＳ：Drupal,Liferay,Mautic 

  ・クラウド管理：OpneStack 

第１回（５月２２日）は、寺田様より「今おすすめのオープンソースを

ダイジェストでご紹介」 

【寺田雄一氏の経歴】 

（株）オープンソース活用研究所 代表取締役所長 

株式会社野村総合研究所（ＮＲＩ）入社後、証券会社基幹系システム、オンライントレードシス

テムなど、大規模システムのアーキテクチャ設計、構築に従事。 

2003年に、ＮＲＩ社内に、日本初となるオープンソース・ソリューションセンター設立。その

後、社内ベンチャー制度にて、オープンソース・ワンストップサービス「OpenStandia」事業開

始。ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽﾋﾞｼﾞﾈｽ推進協議会（ＯＢＣI），OpenＡＭコンソーシアムなどの業界団体も設立。 

2013年、ＮＲＩを退社し、株式会社オープンソース活用研究所を設立  

2014年、セミナーによるリード獲得サービス「マジセミ」を開始。 

主な著作   オープンソースがよ～くわかる本（秀和システム、2016年） 

野村総研時代の著作は多数 
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（６） IBM Watsonコグニティブ・コンピューティング実践研究会（新規） 

１．分科会名称 IBM Watsonコグニティブ・コンピューティング実践研究会 

２．分科会活動の概要 

 

本勉強会では、人工知能や機械学習の適用事例など把握し、自社におけ

る機械学習の活用ならびに機械学習を取り入れた新規ビジネス実現のた

めの体験として、自ら簡単なシステム構築の実践を行います。 

 一人で勉強するのは中々つらいので、新技術を様々な企業から集ま

り、参加者全員により、機械学習をさせるテーマを決め、IBM Watson

を活用するクラウドサービス IBM Bluemixを無料枠で活用して、自ら

プログラミングしながら機械学習のシステム構築を行います。勉強会で

は参加企業における現状の課題を人工知能テクノロジーでどのように解

決できるかなどの意見交換をし、教師データをどうするかなどの問題を

参加者で検討する勉強会を目指します。 

アドバイザー 

 

日本アイ・ビー・エム株式会社 ソフトウェア開発研究所 

   Bluemix エバンジェリスト 木村 桂 様 

３．参加対象、募集人

数 

（１）参加対象  初心者参加可能 

（２）募集人数  １５名 

４．参加費用 会員  ５０，０００円 （消費税別） 

非会員 ６５，０００円 （消費税別） 

５．開催日程、時間 6/15,7/13,8/31,10/12,11/16,12/14全6回 

６．開催場所 

 

アイオス五反田（本館）２階 会議室 

〒141-0022 東京都品川区東五反田1-10-7 

７．取り上げるテーマ 

 

 

 

 

 

第１回 IBM Bluemixとは、Watsonとは何か？ 

    アカウントの取り方、料金系も含めた説明   

    意見交換会（立食による簡単な食事） 

第２回 Watsonによる画像認識アプリケーションの構築 

    像認識APIを使用して、参加者自身で作成し動作させます 

第３回 Watsonによるテキスト分析アプリケーションの構築 

    然言語処理サービスを活用して、実際にテキストデータの 

分類を行う。システムを構築し、動作確認をします 

第4回 Watsonによる数値分析アプリケーションの構築、 

    Watson Analytics テンプレートを利用して数値解析の 

アプリケーションを構築し、動作結果を確認・検討します 

第5回 参加者によるAIシステムテーマ選定とアプリケーション構築 

    オープンデータを活用してアプリケーションの構築後 

アプリケーションを動作させ結果の検証 

第6回 振り返り精度を上げるためにはどうするか   

    社内にあるデータを如何にセキュアにクラウドで活用するか 

（トンネリング技術を活用したハイブリッドクラウドの活用方法） 

    振返り懇親会（立食による簡単な食事） 

【木村 桂氏の経歴】（講師：日本アイ・ビー・エム株式会社 ソフトウェア開発研究所 

   Bluemix エバンジェリスト 木村 桂 様  
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（７）日本型経営の改革を考える会 

１．分科会名称 日本型経営の改革を考える会 

２．分科会活動の概要 

 

 

 

 

 

人口減少、高齢化による国内消費の低迷もあって、日本企業にはイノ

ベーション、グローバル化が期待されている。一方日本企業の営業利

益率は諸外国と比較して低いことが指摘されている。さまざまな原因

が考えられるが、日本企業を取り巻く環境、法律、制度、ルール、人

材育成制度が、米国と比較して柔軟ではないことが指摘されている。

しかし日本にも従来型ではない制度を持って実施している企業もあ

る。 

ではどのように変革していけば「日本企業がグローバルでも発展でき

るのか」知恵を出し合いたい 

アドバイザー、部会長

紹介（必要に応じ） 

小田 滋 氏 元ＤＩＣプラスチック株式会社 取締役副社長 

海外の会社経験豊かな小田様に知見の提供含めてリードをお願いしま

した 

３．参加対象、募集人

数 

（１）参加対象 

自社の諸制度、人材育成制度を考えておられる役員、マネジャーの方 

（２）募集人数 １０名前後 

４．参加費用 ＡＢＣ協会会員企業 ３０，０００円（年間）（消費税別） 

会員以外      ５０，０００円（年間）（消費税別） 

５．開催日程、時間 

 

６回/年 16時～1９時30分 

2時間基本的考え方の紹介をした後、意見交換会を軽い飲み物を楽し

みながら意見交換会をさせていただきます 

６．開催場所 

 

ABC会議室および参加各社の会議室をお借りします 

７．取り上げるテーマ 

 

 

 

 

雇用制度、人事管理の慣行、人材育成の方法、企業文化、イノベーシ

ョン施策などについて、日米比較、日本企業各社の事例に基づく比較

を議論していただきます 

必要に応じて有識者のご招待も考えます 

検討会終了後に簡単なレポートとして取りまとめます 
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（８）アドバンスト・ビジネスプロジェクト 

１．分科会名称 アドバンスト・ビジネスプロジェクト 

２．分科会活動の概要 

 

 

 

 

 

日本企業の活性化は、国家予算の構造改革をもたらす。そのためには

企業のイノベーションは欠かせない。過去数年間にわたって日本企業

の活性化問題を議論してきたが、それにさらに磨きをかけるために二

つのチームを構成して議論を進めたい。 

活動のビジョン  

民間企業は、CSR（企業の社会的責任）を踏まえつつ、本来の事業開

発力を生かした新しいビジネスモデルによって、より良い社会、持続

的な未来を創造していくためにCSV (Creating Shared Value)＝共有

価値の創造」を研究する。 

Team１活動の目標  

１）CSVを取り巻く背景、取り組み企業・事業の事例を深耕する  

２）CSVによる事業活動・社会課題の解決に向けて、活動を進める上

で必要不可欠なビジネス、マネジメント上の手法・技法・フレームワ

ークの活用方法を理解する  

３）研究活動のセミナー等による情報発信を行う  

 Team２の活動目標 

右脳型人材の確保、育成は日本の今後の最大の課題となる 

そのために右脳型人材の定義、素養、育成方法と評価について追究し 

問題感知力、発想力の、アセスメントを作成する 

３．アドバイザー、 

部会長紹介 

Team１はPMアラインメントの中谷英雄コンサルタント 

Team2はデアーグロー社の内山コンサルタントを中心に議論する 

４．参加対象、募集人

数 

（１）参加対象 

この課題に感心を持っている管理者、経営者の方の参加を期

待しております 

（２）募集人数 

    各チーム１０名程度 

５．参加費用 ＡＢＣ協会会員企業    ５，０００円（年間）（消費税別） 

会員以外        １０，０００円（年間）（消費税別） 

６．開催日程、時間 

 

12回/年程度を予定 

TEAM１とTEAM2は2ヶ月に一回交互に議論する。 

TEAM１とTEAM2の両方に出席されても良いが、どちらかに絞って参加

することも可能 

７．開催場所 

 

原則としてABC会議室 

８．取り上げるテーマ 

 

上記記載 

今年は各社の調査、実態報告などをお願いすることがあります。 
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（９）アドバンスト・テクノロジーアカデミー 

１．分科会名称 アドバンスト・テクノロジーアカデミー 

（旧「Yet Another IoT」アカデミー） 

２．開催内容 アドバンスト・テクノロジーについて、各回講師をお招きして、

講演いただき、講師を囲んで、意見交換する。経営者が、新しい

テクノロジーをどう捉えていて、経営の中にどのように取り入れ

ていくかを、意見交換の中で、ヒントを得る場である。 

３．座長 （交渉中） 

４．募集人員 経営者（CEO,CIO,CTO等）向けのアカデミーである。メンバー

は昨年度の「Yet Another IoT」アカデミーを引き継ぐ関係

で、本年度は新規募集を行わない。 

５．参加費用 会員企業   ４０，０００円（年間）（消費税別） 

非会員企業  ６０，０００年（年間）（消費税別） 

６．開催日程 （奇数月の第3水曜日16：00～19：00） 

９月２０日(水) 16：00～19：00 

１１月２２日(水) 16：00～19：00 

１月１７日(水) 16：00～19：00 

３月１４日(水) 16：00～19：00 

（この月のみ第２週となります） 

５月１６日(水) 16：00～19：00 

７月１８日(水) 16：00～19：00 

７．開催場所 参加企業持ち回り 

８．開催形式 各９０分の前後半の２部形式と致します。 

前半：講師による講演 

後半：講師を交えて、ゼミ形式の質疑応答と各社の実情を踏ま

えた意見交換 
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（１０）New Businessアカデミー 

１．分科会名称 New Business アカデミー 

２．開催趣旨 (1)広い意味でのネタ探しをどうしていけばいいのか 

 情報に対して、アンテナを高く張り、いかに、ビジネスとしての嗅覚を 

 高めていくにはどうするのか。 

(2)ターゲット市場の設定とマーケティングの実践 

 仮想ターゲット市場をどう設定して、何を調査し、ターゲット市場を押 

 さえていくのか？ 

(3)新規事業開発の成長段階 

 phase１（企画・テストマーケティング）⇒phase２（インキュベーション 

 段階）⇒phase３（事業の安定期）と進む中で、どのようにマイルストー 

 ンを設定すればいいのか、マイルストーンで考えるべき要点や投資すべき 

 対象、マーケットのズレの調整など、ビジネスモデルの変革をどのように 

 捉えて、進めているのかの事例研究など。また、撤退基準の在り方などを 

 議論していく。  

(4)ビジネスモデルの策定のポイントと構造の理解 

 投資型モデルなのか,変動費型モデルなのか、限界利益、貢献利益の理解 

 と営業キャッシュフローを営業利益=EBIT(Earnings Before Interest and  

 Tax)税引き後利払い前利益=営業利益×税率=EBIAT(Earnings Before  

 Interest After Tax)償却前利払い前利益=EBITDA(Earnings Before  

 Interest and Tax and Depreciation and Amortization)  

 の理解と共に 

 (5)ビジネスモデルの変革のタイミング 

実際にスタートしてから、２～３回はマイルストーン時までに、ビジネ

スモデルを想定のままでなく、変革をしていく必要になるケースが多

い。そのタイミングと発足力をどう身につけるのか？ 

３．幹事団 北上様（ＪＴＢ）、松浦様（アサヒビール）、黒木様（全日空） 

４．参加対象、

募集人員 

・企業内で、事業推進に従事されている方 

・募集人数 10名～15名 

５．参加費用 会員企業    ３０，０００円（年間）（消費税別） 

非会員企業   ５０，０００円（年間）（消費税別） 

６．開催日程 （隔月開催、奇数月の第２木曜日） 

第１回  ７月１３日(木)  16：00～19：00 

第２回  ９月１４日(木)  16：00～19：00 

第３回 １１月 ９日(木)  16：00～19：00 

第４回  １月１１日(木)  16：00～19：00 

第５回  ３月 ８日(木)  16：00～19：00 

第６回  ５月１０日(木)  16：00～19：00 

７．開催場所 ABC協会・本館会議室（五反田） 

８．開催形式 各９０分の前後半の２部形式と致します。 

(1)前半：講師による講演 

(2)後半：講師を交えてゼミ形式の質疑応答と各社の実情を踏まえた意見交

換 
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８．2017年度研修・セミナー計画 

8-1：まえがき 

経営を実行していくためには戦略・企画、事業立ち上げ、業務推進の３段階にわたって 

適材適所で人をアサインし、各人の能力をフル活用させねばならない。 

 

着目して欲しいのはこの３段階で能力の活用の仕方が異なることである。 

 

戦略・企画時には０から１を生み出すことが得意な人を選び、事業の立ち上げ時期には少々の難問を吹

き飛ばし１を10に育て上げる人を活用し、業務推進時期に入ったならば安定運営ができる10を10か

ら100にする人材をうまく活用することが肝心である。 

 

図表１ 企業内の業務  

戦略・企画 事業の立ち上げ 業務推進

①ビジネスモデル検討

新商品･新サービスの創出

②業務プロセスおよび

情報システムの開発

③人と情報システムの
有効活用

①クリエイティブシンキング
デザインシンキング
イノベーションシンキング

(右脳活用）

②ロジカル
シンキング

(左脳＋右脳活用）

③ 業務効率化手法
(業務知識と業務管理技術）

（左脳活用）

企業の業務は、戦略・企画時の新商品･新サービスの創生、業務
プロセス、情報システムの準備をする事業の立ち上げ、業務推進
のフェーズにあわせて性格の異なる業務を実施せねばならない。
各フェーズで発想の仕方、実行のポイントも変わる

 
 

 

8-2： ABC協会の研修コース 

ABC協会の研修体系は、戦略企画、事業立ち上げ、安定経営段階の、3フェーズに渡ってユニークか

つ有効なプログラムを準備している。 

 

図表2-１ ABC協会の研修コース 

戦略企画 事業立ち上げ 安定経営 

0から1を生み出す 

a：価値発掘型人材 

1から10へと発展させる 

ｂ：改革推進型人材 

10を維持する 

ｃ：実行型人材 

 

11：新商品、新サービスの

創造（右脳型発想とCSV） 

21：経営管理論 31：経営管理論 

12：：右脳型人材の発掘、

育成 

22：組織、人材育成論 

（右脳、左脳活用論） 

32：組織、人材育成論 

（左脳活用含む） 

13：：マーケッティグ理論 23：マーケッティグ実践論 33：事業の効率化、品質向上

（業務診断、工場管理技術） 

14：新技術の理解と新商

品、サービスへの展開（AI, 

24：クリティカルシンキング 

 

34：クリティカルシンキング 
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IoT, BigDataおよびユニ

ークツール） 

15：新ビジネス事例研究 

(計画中) 

25：事業準備 

（要求定義、要件定義 

プロジェクト管理など） 

35：モチベーション論（動機

付け、組織効率化） 

 26：新技術の理解と活用 

セキュリティを含む 

36：新技術の理解と活用 

セキュリティを含む 

 

◆戦略企画 

戦略企画段階は、0から１を生み出すための人材を発掘しレベルアップすることがキーポイントにな

る。そのためのコースは5種類ある。 

 

11：右脳型発想に基く新商品、新サービスの創造では、問題感知力とは何かを知り、そこで見つけた  

  問題をユニークな発想力で解決するための力を増強させるカリキュラムが第一である。 

12：11 実施するための人材の発掘と育成方法論を学び、発展させて自社のものとする仕組みが必要で、   

  そのための具体的な方法論を組織として定着する仕組みつ作るコースが12である。 

13：考案した新商品をいかにして世の中に訴えてゆくのかマーケッテイングを学ぶコースである。 

14：新技術の理解と新商品、サービスへの展開の基礎となる知識、技術は数多くあり、この多様な 

  ノウハウを学ぶのが、このコースである。 

15：新ビジネス事例研究 (計画中) 

 

 

11の補足説明 

(a1) 右脳型発想法実践 コース 日常業務ではあまり使わない右脳を鍛えなおすために、をまず受講

し、ものの見方の硬直性から抜け出す訓練が有効です。  

(a2) 優れた顧客経験（ＣＸ）提供実践 ～革新的なサービス・ソリューション創出 

自社のビジネスをどのように「顧客の時代」に適応させていくべきか、そのためにまず顧客経験とは何

か、ビジネスにおいて何故重要か、といった基本となる考え方をご紹介します。「顧客中心の価値創

造」に本気で取り組みたい方々に向けて、具体的な検討プロセスと手法を解説します 

(a3)社会で必要とされる（ＣＳＶ）共通価値探索実践   

～社会にインパクトのある価値を提示～ 

「顧客中心の価値創造」に本気で取り組みたい方々に向けて、具体的な検討プロセスと手法を解説しま

す。 

「社会価値」と「経済価値」の違いを理解し、組織が求める方針と、目標、「社会価値」「経済価値」、

施策（アイデア）間での連鎖を整理し、ステークホルダーに訴えるノウハウを習得していただきます。 

 

(参考)新たな価値創出研修 

右脳型発想法＋顧客経験(CX)+CSV（社会価値と企業収益の共存）  
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講座名 内容 

右脳型発想法実践 

～ものの見方の硬直性から

抜け出す～ 

１日間 

当講座では、目まぐるしく変わる動向に反応し、最新の経済市場に順

応することを迫られる競争の激しい時代においては、革新的な解決策

や効果的な戦略を思いつくことが出来る能力が必要であり、その実現

に向けた習得できる技法としての「右脳的発想法」をご紹介します。

また、「右脳型発想法」と従来の「左脳型発想法」の違いを理解し、

非連続的（破壊的）イノベーションを起こすためのパラダイムシフト

の実践方法を習得して頂きます。 

更に、「右脳型発想法」を実践する上で、個人、チーム、組織にどの

ような変革が必要となるか、その条件を考察して頂きます。 

講義：演習の割合は、「３：７」です。 

 

優れた顧客経験（ＣＸ）提

供実践 

～革新的なサービス・ソリ

ューション創出～ 

2日間（１日も可能） 

 

当講座では、自社のビジネスをどのように「顧客の時代」に適応させ

ていくべきか、そのためにまず顧客経験とは何か、ビジネスにおいて

何故重要か、といった基本となる考え方をご紹介します。そのうえ

で、顧客経験価値に焦点を当てて提供すべき顧客経験を理解し、これ

まで誰も気づいていなかった核心をついた解釈（インサイト）を定義

する。そのインサイトを基に、アイデアを出し、それらを統合する方

法を、実践で使える具体的手法を通して学んでいただきます。「顧客

中心の価値創造」に本気で取り組みたい方々に向けて、具体的な検討

プロセスと手法を解説します。大上段の概念論にとどまらず、実際に

企画を検討している方のレベルアップに役立つ実践セミナーです。 

講義：演習の割合は、「２：８」です。 

社会で必要とされる（ＣＳ

Ｖ）共通価値探索実践 

～社会にインパクトのある

価値を提示～ 

１日間 

 

ソーシャル課題をベースとした新しいビジネスが生まれ、ソーシャル

イノベーションが生まれるのは、「社会価値」と「経済価値」が循環

し、価値を共創する仕組みが不可欠です。その実現に向けては、ま

ず、「社会価値」と「経済価値」の違いを理解し、組織が求める方針

と、目標、「社会価値」「経済価値」、施策（アイデア）間での連鎖を

整理し、その結果をステークホルダーと合意形成する事がとても大切

になります。ステークホルダーに価値連鎖の説明責任を果たす」こと

を主眼に、議論していきたいと思っています。 

講義：演習の割合は、「２：８」です。 
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右脳型発想法 

実践 

～ものの見方の硬直性から抜け出す～ 

１日間 

学習形式 講義・演習（30%・70%） 

コース 

概要 

当講座では、目まぐるしく変わる動向に反応し、最新の経済市場に順応するこ

とを迫られる競争の激しい時代においては、革新的な解決策や効果的な戦略を

思いつくことが出来る能力が必要であり、その実現に向けた習得できる技法と

しての「右脳的発想法」をご紹介します。また、「右脳型発想法」と従来の「左

脳型発想法」の違いを理解し、非連続的（破壊的）イノベーションを起こすた

めのパラダイムシフトの実践方法を習得して頂きます。 

更に、「右脳型発想法」を実践する上で、個人、チーム、組織にどのような変革

が必要となるか、その条件を考察して頂きます。 

到達目標 1.「右脳型発想法」の重要性と活用方法が理解できる。 

2.暗黙の前提になっている支配的な現実の見方と、これまで検討してこなかった

次元への「パラダイムシフト」の各種手法が、体得できる。 

3.イノベーションを起こす上で、個人の意識改革、組織の阻害要因・意識改革の

必要性が理解できる。 

対 象 者 超上流フェーズ（要求定義、企画業務）に携わる情報システム部門、情報グル

ープ会社の方、あるいは、それを支えるベンダー企業担当の方 

日  数 1日間 

時  間 9:30～17:30 

 

カリキュラム 

Ａ

Ｍ 

１．イノベーションの本質論 

１）イノベーションとは本質的にどう定義されるの

か？ 

２）どうやって、イノベーションを起こすのか？ 

３）右脳型発想法とは何か？ 

２．右脳型発想法実践（演習

１） 

１）右脳型発想法 ＶＳ 左脳型発想法 

２）左脳型発想法（演習） 

３）右脳型発想法（演習） 

４）右脳型発想法の有効性を振り返る 

Ｐ
Ｍ 

３．ルール、規範を意図的に超

えるためのパラダイムシフト実

践（演習２） 

１）解釈のパラダイムシフト 

２）戦略・ソリューションのパラダイムシフト 

４．イノベーションを起こすフ

レームワーク、プロセス、手

法、マインドセットの体験（演

習３） 

１）ある東南アジアの村の潜在ニーズを解決する 

２）銀座のデパート地下の潜在ニーズを解決する 
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５．イノベーションを起こす条

件を見出す（演習４） 

１）イノベーションを起こす企業の活動をビデオで観

察 

２）イノベーションを起こす条件を整理 

３）自社でイノベーションを起こすための阻害要因と

戦略を提示 

※コース進行状況により、上記カリキュラムを変更/調整する場合があります。 

 

 

優れた顧客経験（ＣＸ）提供実践 

～革新的なサービス・ソリューション創出～ 

2日間（１日も可能） 

 

項目 詳細 

学習形式 講義・演習（20%・80%） 

コース 

概要 

 当講座では、自社のビジネスをどのように「顧客の時代」に適応させていくべ

きか、そのためにまず顧客経験とは何か、ビジネスにおいて何故重要か、といっ

た基本となる考え方をご紹介します。そのうえで、顧客経験価値に焦点を当てて

提供すべき顧客経験を理解し、これまで誰も気づいていなかった核心をついた解

釈（インサイト）を定義する。そのインサイトを基に、アイデアを出し、それら

を統合する方法を、実践で使える具体的手法を通して学んでいただきます。「顧客

中心の価値創造」に本気で取り組みたい方々に向けて、具体的な検討プロセスと

手法を解説します。大上段の概念論にとどまらず、実際に企画を検討している方

のレベルアップに役立つ実践セミナーです。 

到達目標 

1.顧客経験に焦点を当てることの意義が理解できる。 

2.ワークショップ課題「社会システム」、「新商品・新サービス」で、革新的イノ

ベーションを起こす流れを体感して、体得しプロセスが説明できる 

3.顧客が求める本質的な価値を提示する事ができる 

対 象 者 
超上流フェーズ（要求定義、企画業務）に携わる情報システム部門、情報グルー

プ会社の方、あるいは、それを支えるベンダー企業担当の方 

日  数 2日間 ※１日での開催も可能 

時  間 9:30～17:30 
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カリキュラム 

一

日

目 

１．従来アプロー

チの限界と新しい

視点 

１）既存ニーズではなく、手つかずのニーズを対象にする 

２）部分ではなく、全体を捉える 

３）過去の延長ではなく、非連続性をつくりだす 

 演習 

２．エスノグラフ

ィーと人間中心の

イノベーション 

１）エスノグラフィーの考え方と背景 

２）人間中心のイノベーションプロセス 

３）手がかりとＣＡＳＤサイクル 

 演習 

３．行動観察から

インサイトを得る 

１）行動観察の優位性 

２）インサイトの本質 

３）水平思考／アブダクション 

４）インサイトを遠ざけるメンタルプロセス 

５）人類学者のモード 

 演習 

４．行動観察の実

践～具体的な進め

方～ 

１）『誰』の『何』を観察すべきか？何を記録すべきか？ 

２）五感への手がかり 

３）パターン～モデル化 

４）行動観察と組み合わせて行う様々な定性調査の手法の解説 

 演習 

５．ワークショッ

プ：行動観察をベ

ースに顧客経験を

革新する 

（観察調査の実践～得られた知見のアウトプット方法までをワー

クショップにて体験） 

１）行動をいくつかのフェーズに分ける 

２）フェーズ毎に隠れたパターン～ゴールを発見する 

３）ゴールを軸にグループに分ける 

４）グループ毎にプロセスをモデル化する 

５）現状のプロセスを評価する 

６）フレームワークを使ってプロセスを革新する 

１日目：ソーシャル課題で、満たされない欲求を解決する 

二

日

目 

２日目：既存のサービスで、潜在ニーズを理解し、革新的なアイ

デア・ソリューリョンを提示する 

６．ワークショッ

プ：ブランドロイ

アリティのレベル

を上げる 

１）顧客経験をマネジメントする 

２）顧客のゴールに沿って一貫性のあるやりとりを繰り返す 

３）ブランド力を高める 

４）ホリスティック（包括的）なアイデアを提示する 

 

１日目のワークショップ課題：ソーシャル（社会）課題を解決する 

２日目のワークショップ課題：革新的なサービスを提供する 
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社会で必要とされる（ＣＳＶ）共通価値探索実践 

～社会にインパクトのある価値を提示～ 

項目 詳細 

学習形式 講義・演習（20%・80%） 

コース 

概要 

ソーシャル課題をベースとした新しいビジネスが生まれ、ソーシャルイノベーシ

ョンが生まれるのは、「社会価値」と「経済価値」が循環し、価値を共創する仕組

みが不可欠です。その実現に向けては、まず、「社会価値」と「経済価値」の違い

を理解し、組織が求める方針と、目標、「社会価値」「経済価値」、施策（アイデ

ア）間での連鎖を整理し、その結果をステークホルダーと合意形成する事がとて

も大切になります。ステークホルダーに価値連鎖の説明責任を果たす」ことを主

眼に、議論していきたいと思っています。 

到達目標 

１）ＣＳＶ（共通価値）の重要性、論点が説明できる 

２）市場・社会への影響（インパクト）の測定方法を習得する 

３）プロジェクトの優先順位付け、プロジェクト撤退の客観的な説明方法を学ぶ 

対 象 者 
超上流フェーズ（要求定義、企画業務）に携わる情報システム部門、情報グルー

プ会社の方、あるいは、それを支えるベンダー企業担当の方 

日  数 1日間  

時  間 9:30～17:30 

 

カリキュラム 

午

前 

１．社会を取り

巻く環境変化 

１）日本経済の変化 

２）ＣＳＶ（共通価値）の重要性 

３）ＣＳＶ経営の事例ご紹介 

  ・欧米企業 

  ・日本企業 

４）ソーシャルインパクト評価の重要性 

２．投資要求に

合った価値連鎖

の説明 

１）企業におけるインパクト測定の狙い 

２）インパクト創造サイクル 
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午

後 

３．インパクト

測定計画を用い

て価値創出を説

明する 

（演習） 

１）組織のミッションを明確にしておく 

２）方針を基に、プロジェクト候補創出 

３）結果をどう活用するかを検討する 

４）主要なインパクトを特定する 

５）一次インパクトを価値連鎖ベネフィットマップで整理 

６）二次インパクトを洗い出す 

７）ベネフィットマップを完成させる 

８）測定データ収集計画を作成する 

４．選択と集

中、投資価値の

最適化方法を体

得する 

（演習） 

１）ポートフォリオ 

２）コンポーネント評価方法 

３）投資価値の最適化実施 

４）選択と集中 

５．プロジェク

ト撤退の理由を

ステークホルダ

ーに説明する

（演習） 

１）撤退、中止の意思決定上の考慮事項 

※コース進行状況により、上記カリキュラムを変更/調整する場合があります。 

 

講師略歴 中谷英雄 

株式会社ピーエム・アラインメント 取締役 ビジネスコンサルティング部長  

2013年 米国PMI最優秀教育プロバイダー認定  

PMI認定PMP ・スクラムアライアンス認定スクラムマスター（CSM）・プロダクトオーナー

（CSPO） 

 

 ＜略歴＞ 

日本ユニシス（在籍７年） 

三井住友信託銀行（在籍13年） 

㈱ピーエム・アラインメント（10年） 

・コンサルティング・サービス（イノベーション、アジャイル、マネジメント）（企業、NPO向け） 

・教育サービス（イノベーション、アジャイル、マネジメント）（企業、NPO向け） 

 

＜研究会活動＞ 

・PM関連：PMIJ会員(アジャイルPM研究会会員、プログラムマネジメント研究会会員） 

・イノベーション関連：JUAS（イノベーション研究会会員JIIP3) 

            PMIJ会員(ソーシャルPM研究会） 

・震災復興関連のNPO向けに、イノベーションプロセスの活用支援展開中 

                         

＜PM関連書籍著＞ 

監修  PMI 日本支部 「PMツールの実践的活用」プロジェクト  

翻訳メンバー PMIプログラムマネジメント標準 第2版 
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【受講者の声】 

・イノベーションのプロセスについて体系立って説明頂き、本質を垣間見れた気がします。 

・こういうことにプロセス、手法があったことに「目から鱗」だった。  

・視点が増えて、ためになった。 

・とても楽しく、頭でよりも「体」で感じることができた。  

・また、大変よくまとまっていて理解し易かった。 

・実例を用いながら「演習中心」に進めて頂き、楽しく学ばせて頂くことができました。 

・イノベーションは天才肌の人が起こせるもので、自分は違うと思っていた。  

・メソッドを学ぶ事で受講前は出なかったアイデアが出る事が分かった事が収穫だった。  

・常に勉強して体験を継続していくことが大切だと思った。  

・グループ討議で刺激を受けた。  

・講師のフォローが的確に入って理解しやすかった。 

・多くの発見がありました。  

・「勇気」もらえました。 

・「会社に戻って活用」できるネタが多くあった。 

・解決すべき課題の定義がその後の発想を大きく左右することが分かった。 

・インサイトの観点は一生モノだと思いました。 

・適用できるのは自分の技量によるところもあるが、熱意をもってイノベーションを起こしたい 

 

 

13：補足説明 マーケティングセミナー 

以下は、2016年度に開催のマーケティングセミナー 

日程 セミナー名 講師 料金 

10/25 「コニカミノルタのデジタルマーケテ

ィングの戦略」            

デジタルマーケティング統括部Ｗｅｂコ

ンサルティング部長  岩嶋宏幸 

無料 

デジタルルマーケティングと顧客のエ

クスペリエンス 

日本アイ・ビー・エム（株） インタラ

クティブエクスペリエンス事業部長  

工藤 晶 

無料 

「これからマーケターが知るべき、勝

ち続けるデジタルマーケティング戦

略」 

 

（株）ロックオン マーケティング部  

シニアコンサルタント   吉本啓顕 

 

無料 

営業不要の自動化システムの誕生 

 

（株）カミノス・コーポレーション 

 代表取締役 西川 宏 

 

無料 

 世界最高の販売戦略＆目標設定 

―ブライアン・トレーシー論ー 

ｱｶﾞﾍﾟｰ社長 早崎 

 

有料 

 テレビ局に取材をさせるには 千葉テレビ プロデューサー他 有料 

 

14：補足説明 

以下は2017年度に開催のAIセミナー 

日程 セミナー名 講師 料金 

9/14 コグニティブ・コンピューティング

「Watson」の最新情報 

（株）カミノス・コーポレーション 代表

取締役社長  西川  宏 

無料 

NVIDIAが提供する NVIDIA（エヌビディア）エンタープライ 無料 
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AI ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ最前線 

 

ズ・ビジネス事業部長  

杉本博史 

AI  CMS「 HeartCore」によるﾃﾞｨ

ｼﾞﾀﾙﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ最前線 

（株）ジゾン製品戦力本部長神野 純孝  無料 

ｸﾞｰｸﾞﾙﾃﾞｨｰﾌﾟﾗｰﾆﾝｸﾞ「TensorFlow」を

実装したｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ最前線 

（株）クラスキャット代表取締役社長  

佐々木規行 

（株）ＸＥＥＮＵＴＳ代表取締役     

西田 泰彦  

無料 

2/8 Deep Leaning研究会 

案内セミナー 

 無料 

6/15 Watsonの修得 

演習問題の実行を通じて, Watson 

を習得する 

IBM 日本アイ・ビー・エム株式会社 

ソフトウェア開発研究所  

 エバンジェリスト 木村 桂 様 

有料 

 

IoTセミナー 

以下は2016年度に開催の IoTセミナー 

日程 セミナー名 講師 料金 

10/25 １．IoT とコグニティブ・コンピュー

ティング                    

――IoT の最終ゴールは「認識」 

（株）カミノス・コーポレーション  

代表取締役 西川 宏 

 

無料 

現場のEXCEL台帳から IoT時代のシ

ステム化へのプラットフォーム 

（株）ＫＭＴ研究所 企画担当 

 藤本康秀 

無料 

IoTのラスト・ワン・マイル                           

――接続信頼性と電池寿命の両方を設

計時に保証する方法 

リニアテクノロジー（株）  ダスト・

エバンジェリスト 小林 純一 

 

無料 

アイデアをかたちにする  IoTプロト

タイプ開発サービス” Min Lab”  

東京エレクトロンデバイス（株）  

ＣＮカンパニー アプリケーションサー

ビス開発室長 神本光敬 

無料 

 

 

◆事業立ち上げ 

事業立ち上げ時期用のセミナーを以下に示す 

21：経営管理論 

経営には何が必要か、目標設定と評価の仕方、事業の見えるか方法、問題に直面した時にはどのように

対処するのか、などの経営の基礎を学ぶコースである。 

22：組織、人材育成論 

企業の組織の作り方、業務詳細記述書の作成方法、モチベーションの活性化法、右脳、左脳活用論など

組織人材に必要な事項を習得する。 

23：マーケッティグ実践論 

13のマーケッティグ理論の実践編である。具体的に事業は誰のために実施するのか、顧客満足度をい

かにあげ収益を高めるのか日々に直面する問題への対処方法を学ぶ 

24：クリティカルシンキング 

これは問題の本質を把握し適切な対処方法を学ぶプログラムで、米国の政府に所属した人はい一度は必

ず受講している。 
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問題の定義、目的、本質と些末な問題の見分け方、業務推進の目標設定と評価方法など事業推進上の基

礎を学ぶ 

25：事業準備 

企業内の業務は人手で実行するか、コンピューター含めて機械で処理するか、いずれかである。情報シ

ステムはコンピューターに依存するので、その道具の準備に必要な知識、要求定義、要件定義、プロジ

ェクト管理などを学ぶ。SEが学ぶのは当然であるが業務担当者がシステム化について必要な知識を習

得するためのコースである 

26：新技術の理解と活用 

業務立上中も新技術は登場してくるので、その技術の本質と活用方法を考える能力を取得する。新技術

を自分の業務にいかに活用させるか、Technology Based Thinking を理解し自己の業務への適用方法

を考えるためのコースである。 

 

セキュリティについて学ぶのもこの一つである。 

 

 

 

セキュリティ・セミナー 

日程 セミナー名 講師 料金 

12/9 （１）「セキュリティソフトウェアの

現実・ウイルスチェックの欺瞞        

 

（株）カミノス・コーポレーション 代

表取締役社長 西川 宏 

 

無料 

「ANAグループのサイバーセキュリ

ティ対策と CSIRT 構築」  

 

ＡＮＡシステムズ（株）  

セキュリティセンター  阿部恭一 

無料 

「テレワークの情報漏洩対策」                 

 

ネクスト・イット（株） 代表取締役社

長 仲西敏雄 

無料 

セキュリティ脅威に対する           

実効的な組織体制とガバナンス 

（株）ラック 常務理事 内田昌宏 

 

無料 

企業におけるスマートデバイス活用の

セキュリティ対策 

（株）XEENUTS 代表取締役  

西田泰彦   

無料 

「これだけはやっておこう！低予算で

できる標的型メール対策」 

縁マーケティング研究所 野々市恭徳 

 

無料 

 

◆安定経営 

安定経営フェーズのための研修プログラム 

31：経営管理論 

日本企業全体がこのフェーズに入っているが、安心していてはいけない。 

実は日本企業の営業利益率は諸外国と比較して低く、これが日本国家の大量国債発行の元になっている

ともいえる。また一人当たりの生産性も米国の2/3である。 

この状態を脱皮するためには無駄を省き、一人当たりの生産性を高める工夫をせねばならない。この実

態をどう改善するかのプログラムがこの経営管理論である 
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図表31-1利益率の国際比較 

 

 

 

図表31-2 生産性比較 

 

32：組織、人材育成論（左脳活用含む） 

 

１人当たりの生産性を高めるためには二つの方法がある 
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その１は作業のムダ、ムラ、ムリを省くことである 

その２は一人一人が生き生きと活動し各人の生産性を高めることである 

この手法の概要を図表３２－１に示した。 

 

図表32-1 ホワイトカラーの生産性 

 
 

33：事業の効率化、品質向上（業務診断、工場管理技術） 

事業の効率化を図るためには、単に自社業務方法を知っている、ICT技術を知っているだけでは業務

改革はできない。業務管理技術を習得していなければ折角導入した新システムも役に立たない。そのた

めにこの業務管理技術とは何かを習得せねばならない。 

 

業務知識がある第１段から現状業務の表し方を知っている→現状業務の問題点を指摘できる→現状業務

の分析方法を知っている→業務の改善方法を見つけ出せる→新システムの要件定義ができるなどの

Stepをあげてゆかねばならない。 

そのためのコースである。 
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図表33-1 業務管理技術 

 

 

34：クリティカルシンキング 

基本的にはコース24と同じである 

35：モチベーション論（動機付け、組織効率化） 

企業内で働く人は、給与や資格だけでなく「やる気」をいかに出してもらうかによって大きく成果が異

なってくる。 

マインドフルネスほかの考え方をこのフェーズを担当する管理者は習得してほしい。 

 

上記研修を３フェーズに分けて整理をしたが、 

① 書く力研修 福田修先生 

② サービスサイエンス 諏訪先生 

などの、全フェーズの基盤となるコースも実施してゆく 

 

｛参考資料｝ABC研修情報フォーマットと記入例 

2017年度からの研修事業のPRには下記の表を作成しご案内する 

コース名 新商品、新サービスの創造 

コース内容 イノベーションを起こす発想の仕方を学び、右脳型発想の基本を知

る。問題感知力、発想力の基礎を学び考えるための急所を理解し、新

商品を生み出す源泉力の強化をする 



77 

 

ゴール 新種品、新サービスを生み出す発想力が豊かになる 

研修形態 (該当する項目に

○をつける、複数可) 

オープン、 オーダー、 ネット、  その他 

講師名、経歴 星野豊 このコースを開発し5年間で100社経験あり 

研修形態 座学とチーム別に分かれての演習 

受講対象者(前提など) 

募集人数 

特に問わないが、問題感知力、発想力に関心のある方 

Max24名 

所要日数、時間 2日間ｘ8時間 

開催時期 5月、10月の年2回開催予定 

プログラム 1日目 日本経済、日本企業の実態、発想力の基礎 

2日目 演習問題による右脳強化訓練 

費用 ６万円/2日間 

配布資料 当日配布 

 

◆ABC協会の研修のコンセプト 

企業経営にはさまざまなタイプの人材が必要であるが、ではその能力、特徴は何で図るのか、研修コー

スを提案するに際してまず基本的な考え方を整理しておかねばならない人の能力は３種類の指数で図る

ことができる。 

古くから馴染がある知能指数は IQ（Intelligent Quotient） である。 

その後人とのコミュニケーションが重視されるのに伴い感情指数EQ(Emotional Quotient )が登場して

きた。この二つの要素が従業員評価に企業においては使われてきた。 

しかし時代は変わった。日本の労働人口が減少する中で、豊かな生活を求めるためにはグローバルに通

じる斬新な商品やサービスを生みだし世界市場で勝負する必要がある。 

そのためには問題感知力、発想力を重視せねばならない。 

この能力を測るために創造性指数が登場してきた。これはHarry Alderによって提唱されたものであ

る。まだ未成熟な感じはあるが考え方としては興味深いものがある。  

 

図表１ 人の能力を測る三つの評価指数（Quotient） 
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日本企業はできるだけ人格、業務処理能力の高い人を採用し、社内でより人格的に丸い人に育ててきた

例が多い。ユニークな発想ができる右脳型人材も中に含めないと、グローバル時代に対応し難くなって

いる。右脳型、左脳型人材を組み合わせて経営力を高めてゆくことを組織開発と言う。 

実行力だけでなく、問題感知力、発想力を組み合わせて育成することが期待されている。 

 

図表２ 目的別教育 

 

この３種類の問題感知力、発想力、実行力は企業の職階級に合わせて初級、中級、上級と上昇させてゆ

かねばならない。このイメージを描いたのが図表4である。 

各企業はこの体系を念頭におき育成体系、人材評価体系を作ってゆかねばならない。 
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図表３ 能力開発の体系化 

 

各タイプ別に必要な力と研修プログラムを整理したのが図表4である。 

これに基づききめ細かい指導をすることが企業の業績向上に役立つ。 
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図表４ 社員のタイプ別育成 

 

34

a:価値発掘型人材 b:改革推進型人材 Ｃ：実行型人材

ユーザーが求める新たな価値を見い
だせる人材

様々な人を巻き込み強い推進力で価値実
現をする人材

ＩＴを駆使し期待されるシステムの開発・保守・
運用を推進できる人材

業務目的 0→１
零から1を生みだせること

線路を引く人（５％）

1→10
プロジェクトの創世期において十分な力を
発人揮すること
列車を手配しダイヤを組む人（１０～２０％）

10→10~100
ある程度軌道に乗った業務を、さらに発展さ
せ安定運営できること
列車を運行し乗客、通行人を守る人（70～
80％）

発想法 右脳型
問題感知力、発想力

左脳型+右脳型も一部可能
工夫改善力

左脳型
計画力+実行力

必要な力 「もっと良いものがあるはず」と考える
力
・本質追究力(目的追究力）
・観察力、洞察力、発想法

「必ず成功させる信念」
・本質追究力
・構想力 、・思考力
・受容力・共感力・質問力、柔軟交渉力

「堅実な実行力」
・計画作成力・実行力
・報連相力
・技術習得力

研修 (e3)Critical Thinking
(b1)Creative Thinking
（ｂ2）Design  Thinking
（ｂ3）Innovation  Thinking
(d1)Yaiot

(e3)Critical Thinking
(a4)Logical Thinking
(b1)Creative Thinking
(a5)経営管理力

・(e1)ビジネス基礎研修
・(a1,2,3)業務分析力
・(c1)Software Hardware Technology
・(c1)Software Hardware Technology
・（c3）Project management
・(c4)要件定義 (c5）XRAD
・（ｃ6）Enterprise Agile

SE研修コース 必要能力別
能力開発の体系化（実行力だけでなく問題感知力、発想力を評価すること）

ABC作成
 

 

問題感知力、発想力、実行力の３種類の力を評価するための15項目を図表5に掲げた。 

従業員の評価はこの15項目で行うが、0から1を生み出す価値発掘型人材、1を10に発展させる改革

推進型人材、10を10にあるいは100に持ちあげる実行型人材の対応に分けて 

評価尺度にウエイト付けをすることを整理してある。 

今後更に具体的な案に仕上げてゆく 
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図表５ イノベーション人材の評価案 

35

イノベーション人材の評価案

大区分 中区分 説明 タイプ別活用区分

a b c

問題感知力 本質追究力 ものことの本質を見極める力、自社の業務効率から社会問題解消へと思考できる力 ５ ４ ３

観察力 現実を観察し正しく現状を把握する力 ５ ３ ３

洞察力 次に、あるいは将来発生する現象、要求を推察できる力 ５ ３ ３

志向力 原点から最上のものを見極め、更に未来を予測する力 ５ ３ ２

共感力 現実を新鮮な目で見て判断し、感動を持つ力 ５ ３ ２

発想力 問題分析力 原因、背景、理想、現実を把握し何が問題か、解決すべきことは何かを見極める力 ４ ５ ３

構想力 課題の解消に向けて人物金情報を組み立てる力 ４ ４ ３

独創性 従来とは大きく異なる視点で、斬新なアイデアを出せる力 ５ ４ ３

柔軟発想力 課題の多様性を理解し、柔軟な発想ができる力 ４ ４ ３

実行力 計画立案力 複数の具体的なアクションを負荷、時間、費用に配慮し組み立てる力 ４ ５ ５

問題解消力 発生してくる課題を手際よく解消できる力 ３ ４ ４

質問力 回答や課題を引き出せる質問を出せる力 ４ ４ ３

交渉力 課題を解消するために組織を動かせる力 ３ ４ ３

説得力 交渉相手を論理的、心理的に納得させることができる力 ３ ４ ２

臨機応変力 自体の変化を受け入れ、次なる戦術を立て成功に導く力 ３ ５ ２

ABC作成
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９．2017年度コンサルティング事業計画 

 2017 年 7 月時点で、日本企業は表向きは活況を呈しているように見えるが、国家の一般会計予算の

１/３は国債発行で賄っており、累積国債は1000兆円を超えている。 

 

この状況を打破するためには 

① GDPを増やす 

② 企業の営業利益率を向上させる 

これには「新商品新サービスを生み出す」 

「企業内の無駄を省く」 

「組織の活性化、人材の能力向上」の3方法がある。 

③ 国の無駄な支出を減らす 

 

そのためにABC協会は研修事業を実施しているが、「一度学んだだけでは実行し難い」問題が山積して

いる。そのためには、以下述べるコンサルタント活動が有効となる。 

 

ABC 協会のコンサルタント活動は,ABC に登録していただいているコンサルタントの活躍と関連企業

のご協力で成り立っている。 

ABCが発足して２年間は、このコンサル活動の準備期間であった。 

これから本格的活動に入る。 

 

コンサルティングの活動を徐々に改善を積み重ねる漸進的改革タイプと従来と異なる発想で商品やサー

ビスを生み出す革新的改革の２種類に分けて表示したのが図表１である。 

 

すぐに実行可能(黄色)、少し準備が必要（黄土色）現時点では内容検討が必要（桃色）の３種類に分けて

表示してある。 
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図表１ABCコンサルティング活動体系 

 

 

では各コンサルティング活動のメニューの概要を紹介する。 

 

§１：漸進的改革のコンサル 

 

■業務効率化支援 （管理技術、ムダの排除）  

コンサル名 業務効率化支援 （管理技術、ムダの排除）  

必要背景 

 

企業活動は日々変化し、いつしか類似作業、重複作業などのムダが発

生してくる。 

本来の目的を十分に達成しておらず「今回のシステム導入は失敗」と

言われていた導入したシステムも、業務管理技術を持ったコンサルが

見れば、少しの改善で目を見張るような結果が得られることが多い。 

ベテラン診断者の目で一度現状業務を見直すことをお勧めします 

コンサル内容（プロセス） まず業務記述書を確認したうえで、現状の把握活動を実施し、ムダ、

ムラ、ムリを見つけます。同時に生産性向上のための労働意欲向上対

策を検討する必要があります。 

システム化検討段階、導入後の利用不十分段階でこの診断を受けるこ

とをお勧めします 

講師名、経歴 診断専門企業をテーマに応じて選抜します 



84 

 

所要日数、時間  

開催時期  

費用  

 

■要件定義書コンサルティング 

コンサル名 要件定義書コンサル 

必要背景 

 

プロジェクトの失敗成功は要件定義書の出来栄えが、大きく影響する

ことが、分かっている。該当プロジェクトについての技術、業務知識、

成功への熱意が、不足しているSEが書いた要件定義書は特に問題が

多い。 

システム開発の初期段階で、ドキュメントに重要な内容が適性に盛り

こめられているかどうかを診断し、修正確認することはプロジェクト

を成功させる第一歩である。 

コンサル内容（プロセス） ABC が推薦する要件定義書(12 種類のドキュメント)を概観し、業務

処理定義書を中心にレビューする。 

特に業務経験不足のSEが新規プロジェクトを担当する場合はこのサ

ポートを活用することをお勧めする。 

要件定義書の概要確認→一次確認（特殊な分野か、よい提案が可能か

どうか判断する）→本格的提案活動のプロセスを経て実施する 

講師名、経歴 該当システムを数年以上の経験を持っている有識者が担当する 

所要日数、時間 課題を明確にできるまでは集中 

その後は宿題とフォローの繰り返し（10時間/月程度） 

開催時期 プロジェクトの初期段階 

最初の一次確認は短期間で行う 

費用 XX円/年 

 

■ツールの導入支援 

コンサル名 ツールの導入支援の協力 

必要背景 

 

優れた機能を持ちながら販売が伸びていないツールが多い 

ユーザーとベンダー双方にとっての損失であるので、普及活動を支援

する。 

コンサル内容（プロセス） ユーザーの要望、ベンダーの希望、コンサルタントの支援意思が一致

したソフトウェアの販売、開発支援を行う 

推奨ソフト ・ＸＲＡＤ、・新規優良ツール（下表参照・・・優れたツールを発見次

第、追加拡張します） 

講師名、経歴 ABC登録のコンサルタント 

 

所要日数、時間 随時 

開催時期  

費用 相談次第 
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（参考） 

番 商品名 特徴 社名 

１ Metadefender CORE 、

KIOSK 

世界一のセキュリティ商品の追究、ウイ

ルスソフトの並列処理 

NextIT 

セキュリティ情報の収

集ではトップ企業 ２ ＠割府 データをビット単位に分割 

３ Visual Center1 RDBMS、イメージ画像、動画,EXCEL

何でも格納可能 

KMT研究所 

XMLDBに強い 

４ STILL 汎用DBとEXCEL＋α追加機能でアプ

リを開発 

アイエルアイ総合研究

所 20年以上販売 

５ XRAD ユーザー企業にフィットした各社の超

高速開発ツール 

各社 

    

 

■プロジェクト管理支援 

コンサル名 プロジェクト管理支援 

必要背景 

 

情報システム開発のプロジェクトマネージャーには多様な能力、経験

が必要である。 

この能力はプロジェクトの規模によって大きく変わってくる。 

特に大規模プロジェクトには経験豊かな経験者が必要であるが、プロ

ジェクト規模にフィットする能力のプロジェクトマネージャーを見

つけることは難しい。 

コンサル内容（プロセス） 経験不足なプロジェクトマネージャーに経験豊かなABC コンサル・

プロマネをつけて、プロジェクトに付き添い、計画の立て方の指導、

実行管理のポイントの指摘、経験に基づく評価項目の設定と評価値の

提供をする。 

講師名、経歴 テーマに応じてABCのアシストを選抜します 

所要日数、時間 必要時間のみ希望に応じて対応します 

開催時期  

費用  

  

 

■組織開発支援 

コンサル名 組織開発支援 

必要背景 

 

「最近の社員は言われたことしか、しない」と嘆く管理者が増えてい

ますが、企業の経営方針、ルール、指導方針がそのように仕向けてい

る可能性も秘めています 

そのような壁を打ち破る方法を考えます 

コンサル内容（プロセス） Appreciative Inquiryに基き「 ポジティブ組織づくり」などの研修を

通じて 

社員のやる気を高める方法を学び、実践で活用するレベルにまで高め

ます 

講師名、経歴 サクセスポイント社他の講師が推進します 

所要日数、時間 随時 

開催時期  
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費用  

 

 

§２： 革新的改革（Exploration）のコンサルティングメニューには以下のものが含まれる 

■プロジェクトの立案及び実施 

コンサル名 プロジェクトの立案実施(1) 気象海洋データの活用 

必要背景 

 

ハレックス社提供のビッグデータである気象海洋データを用いた日

本各地区のニーズに合ったアプリケーションを作成し活用する 

コンサル内容（プロセス） ハレックスデータの意味の理解→各地区の活用ニーズの発掘→追加

機能の確認、開発→利用のプロセスを経て、画期的なアプリケーショ

ンを開発し、利用推進をする 

講師名、経歴 八レックス社SE、ABC コンサル、ふるさと創生 IT 組合の代表に加

えて大学などの専門家を含めた体制を作る 

所要日数、時間  

開催時期  

費用 国の助成金の活用も配慮する 

 

■商品サービス戦略 

コンサル名 商品・サービス戦略 

必要背景 

 

日本がグローバル競争において優位に立つためには、世界に売れる新

商品・新サービスが必要になる 

コンサル内容（プロセス） TED、Sprint, CSV などの新しい発想法を習得し、右脳をフル活用

する必要がある。 

これらの手法の目的、機能、活用方法を学ぶコースである 

理論を学ぶ→演習を通じて自分のものにする→アイデアを出す→販

売方法、収益獲得方法と収支見込の算出→事業企画→生産販売の実施

→各種問題の見直し、など実践的な支援をする 

講師名、経歴 各手法、事業化の専門家の協力を得るためのコンサルタントを選抜

し、協力する 

所要日数、時間 随時 

費用  

 

参考： 

・『TED（Technology Entertainment Design）とは？ 

Ideas worth spreading (広める価値のあるアイデア)の精神のもと、学術・エンターテインメント・デザ

インなど、様々な分野の第一線で活躍する人物を講師として招き、短時間で効果的な情報を提供する定

期的にカンファレンスを開催しているグループです。 

カンファレンスの模様は、TED Talksという動画アーカイブとしてインターネットを通じて全世界に無

料で公開されています（随時更新）。 

 

・ＳＰＲＩＮＴ 最速仕事術－－あらゆる仕事がうまくいく最も合理的な方法 

 ＳＰＲＩＮＴ How to solve Big Problems  and Test New Ideas on Just Five Days 

５日間で、アイデアをまとめ、行動に移す方法です。全速力で走るスプリントは、グーグルのジェイク・

ナップが提唱し、グルーグルで展開し、今や世界で使われつつあります。 
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以下に少し引用します。 

『グーグルが生んだ究極のスピード仕事術「スプリント」。グーグルでその超合理的なノウハウを生み出

した本人自身が、その方法について手取り足取り公開した話題の新刊『SPRINT 最速仕事術』。世界で

衝撃をもって迎えられ、23ヵ国で刊行の世界的ベストセラーとなっている。』 

 

・CSV Creating Shared Value 社会問題の解決をすることを前提に自社の経済的価値を高めることを

狙う経営手法。従来のCSRを一歩前進させたもの。 

GE、ネスレなどが世界的に有名である 

 

 

■人材育成【その１】 

 

コンサル名 ・IBM流経営幹部の育て方  

必要背景 

 

日本がグローバル化時代にますます深入りせざるを得ない時代に突

入している。日本企業は終身雇用制をはじめとして独特な経営風土・

文化を築いてきたが、これが成長の壁になっている点も否定できな

い。では IBM はどのような経営幹部育成方法を採用してきたのか。

IBM出身の社長は20人以上を数える。彼らはどのような育成方法で

学んできたのか。 

各社の実態に合わせた人材育成の改革案を考えてみたい。 

コンサル内容（プロセス） １：各社の人材育成方法についてのヒヤリング 

２：改革案の提示と議論 

３：実際の育成指導 

講師名、経歴 西川宏 IBM 営業戦略部門責任者、シリコンバレーにも明るい。米

オラクルでビデオオンデマンドプロジェクトに参画 

所要日数、時間 課題に応じた期間確保 

第一回 9月実施予定 

開催時期 随時各企業の予定にあわせます 

費用 課題の大きさに応じます 

 

■人材育成【その2】 

 

コンサル名 マーケティング特別訓練 

必要背景と目的 

 

一流のセールスマン、事業家、経営者になるための特別訓練 

従来の日本式販売方法とは大きく異なるマーケッティング方法を知

って、自社の新商品･サービスを伸ばしてもらうための特別訓練コー

スです 

コンサル内容（プロセス） １：マーケティングとは  

２：日本人の考えるマーケティング 

３：マーケティングの層別  

４：Sales強化（推論編）（実践編） 

５：マーケティング教育と訓練  

６：日露戦争勝因 

７：マーケティングプラン  

８：4PとSTP 
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９：マーケティング戦略  

10：マーケティングガイド 

11：マーケティングプロモーション計画 

12：マーケティングマテリアル  

13：ストリーボード 

14：リハーサル  

15：ラポールを作れ  

16：ブリーフィング 

17：提案活動 

得られる結果 

 

・売上が立てられるようになる 

・営業戦略が組立てられる 

・マーケティングプランが作れるようになる 

・説得力のあるプレゼンテーションができるようになる 

・ビジネスの回転が早くなる 

・利益が増える 

講師名、経歴 西川宏 IBM社長室長ほか。シリコンバレーにも10年以上勤務経験

あり。 

所要日数、時間 2時間勉強会×４日 この中に参加者も参加する実技あり 

・各社内に専門推進組織あるいはプロジェクトの準備をしてください 

開催時期 第一回 9月予定 

費用 サポート内容によって変化 

 

 

■人材育成【その3】 

 

コンサル名 プロ人材育成法、評価法 

必要背景 

 

イノベーションを進めたい企業には、 

a：価値発掘型人材 

b：改革推進型人材  

c：実行型人材 

の３タイプの人材が必要で 

従来の実行能力主体の育成方法、評価方法から「問題感知力、発想力、

実行力」の３種を評価する方法へとシフトする必要がある。 

コンサル内容（プロセス） 「問題感知力、発想力、実行力」を初級、中級、上級では何が実行で

きなければならないかのMAPを理解する。 

アセスメント基準が自社にふさわしいかをトライしてみる。 

その結果を踏まえてアセスメント基準を修正する 

講師名、経歴 ディアグロー 内山社長他 

所要日数、時間 企業規模、特徴によりスケジュールを設定する 

費用 相談 

 

■企業改革（計画中） 

コンサル名 企業改革 責任分担論 

必要背景 

 

日本企業が今後成長を続けてゆくためには、新商品を生み続けること

ができる経営方法、組織、人材育成方法など各企業の考え方を大きく
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変えてゆかねばならない。 

「与えられた仕事を低能率でこなす人」の会社から「自らが発案し商

品、業務プロセスを改革してゆく」会社へと変えてゆくためには、何

をどうすれば良いのか、抜本的問題を取り上げて対応策を実行する。 

コンサル内容（プロセス） 日本企業の基本問題→諸外国との差→改革案の創造→実行時の問題想

定と対策準備→実行→反省→対策を繰り返すことになる 

2017年はそのための準備段階である 

講師名、経歴 ABC理事、研究員を中心に推進する 

所要日数、時間  

費用  

 

 

■新技術の活用【計画中】 

 

コンサル名 新技術の活用 

必要背景 

 

単に IT 技術だけでなく・機械、電気、化学などの技術進歩の予測と活用

に加えて、・オウンドメディア、ブロックチェーン、量子コンピュタなどの

ICT 技術の導入指導ができる指導者を育成する、あるいは専門の企業と

組み、ABC会員に新技術紹介、導入支援をする 

コンサル内容（プロセス） 新技術の動向情報の入手、進歩発展予測、導入時の課題予測と対策な

どを理解し、ABC会員他一般企業への紹介を行う 

講師名、経歴 ABC理事、研究員を中心に推進する 

所要日数、時間  

費用  

 


